
令和4年度各地域における日本語教育に関する取組について【回答一覧】（令和5年3月時点）

1 北海道

総合政策部
国際局国際
課多文化共

生係

5,148,383
2022年
1月時点

36,316
2021年
12月時点

0.73% ①行っている

・R4に市町村向けのニーズ調査と在住外国人向けのニーズ調査を実施。
・日本語教育に取り組んでいない市町村からも、行政として必要性を認識している
が、マンパワーや財政状況により実施が困難との回答が多く、国や道の支援が求
められている状況。
・在住外国人向けのニーズ調査は現在集計中だが、道内各地に住む約４００人の
外国人から回答を得られた。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

【課題】
・道内で日本語を学べる施設が２１市町に５４施設しかなく、多くの市町村（158市町村）が日本語教育の空白地域となっている。
【対応策】
・北海道の各地域において、居住地や環境を問わず、日本語学習意欲のある全ての外国人に日本語学習機会を提供できる体制を整備

2 青森県
観光国際戦
略局誘客交

流課
1,207,975

2022年
6月時点

6,306
2022年
6月時点

0.52% ②行う予定
今年度、青森県日本語教育推進に関する基本方針の策定に向けて、県内市町村
等を対象とする実態調査を行ったところ、日本語学習に係る人材確保や事業者等

の関係者との連携などのニーズが見られた。

②令和４年
度内の策定
に向けて準
備中

令和５年３月

日本語学習機会の提供、効果的な周知や情
報発信
外国人労働者の学習参加に向けた事業者と
の連携・協力
オンライン方式の学習に対応した通信環境
等の整備

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

県内の日本語教育に係るニーズや取組状況を的確に把握し、日本語教室の実施市町村の拡大や自立的な運営支援等を図りたい。

3 岩手県
ふるさと振興

部国際室
1,193,046

202２年
1月時点

7,203
202１年
12月時点

0.64% ①行っている

　本県の日本語教育に関する基本的な方針を策定するにあたり、市町村、市町村
国際交流協会、日本語教室、外国人県民等に対し、アンケートやヒアリングを実施
した（令和３年５月～８月）。
【結果等】
・33市町村のうち18市町村日本語教室がなし。大半の市町村で日本語教育関連の
予算なし。
・地域の日本語教室の多くが無料で、ボランティアによる運営指導がされている。ま
た、若い教育人材が少なく、家庭の事情等で指導を中断する人もいる。
・学習者のニーズは、会話の練習、試験対策など様々。居住地域に教室がない、身
近に教えてくれる人がいないなどの声あり。
・事業所における日本語教育の実施状況、日本語能力の不足による業務への影響
は様々。

①策定済

岩手県に
おける日
本語教育
の推進に
関する基
本的な方
針

https://www.pref.iwate.jp
/kyouikubunka/kokusai/t
abunka/1050766.html

・県内の日本語教育の現状と課題が整理さ
れ、県としての施策の方向性のほか、市町村
や日本語教室、事業者等の関係主体に期待
される役割が定まった。

・県内には既に活動している様々な日本
語教室があり、その実情を把握すること
と、既存の活動・環境に配慮しながら県の
方針を作成することが難しかった。

・現在の方針は令和４年
度～令和８年度までの５
年間を対象期間として
いる。

①配置している

【課題】
・約半数の市町村では、日本語教室や日本語教育関連の予算がない。
・日本語教育の専門人材を確保し、域内の取組に対する支援体制を確保する必要がある。
・本県は県土が広く、全33市町村に外国人が散在していることから、集住地域とは異なる特徴に留意する必要がある。
【対応策】
・いわて地域日本語教育推進会議を開催し、日本語教育の関係機関による施策検討、情報共有を行っている。
・コーディネーターを配置し、継続的に日本語教育施策の検討や、日本語教育に関する相談対応、助言等を行っている。
・市町村や関係団体に向けて、日本語教育に関する教材や制度等の情報発信を行っている。

4 宮城県 国際政策課 2,275,594
2023年
1月時点

23,249
2022年
6月時点

①行っている

令和2年度に、県内在住外国人に対し,文化庁「日本語教育に関する調査の共通利
用項目」を一部変更したアンケート調査を行った。
アンケート回答者の80%が日本語を学習しており、学習していないと回答した者に対
する「どのような環境があれば日本語を学びたいか（複数回答）」との設問に対し、
１．「時間的な余裕があれば学びたい(47％)」、２．「無料の日本語教室があれば学
びたい（32％）、３．「日本語教室と時間が合えば学びたい（30％）」との回答が得ら
れており、外国人の生活時間に合わせた無料の日本語講座が求められていること
がわかった。
「日本語教室に望むこと（複数回答）」の設問では、「日本語が上手になる場所
(75％)」の回答が も多く、次いで「日本語をたくさん話す場所（68％）」、「生
活に役立つ情報を得る場所（56％）」、「日本の文化について理解を深める場所
（56％）」と続いた。日本語講座は、日本語を学び、話す場であるだけでなく、生活に
関する情報を得たり日本の文化について理解を深める場所であることを求められ
ているとわかった。

⑥策定予定
なし

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している
課題：日本語教育支援者の高齢化、人材不足。
対応：人材育成研修を実施。

5 秋田県
企画振興部

国際課
924,235

2023年
2月時点

4,405
2022年
6月時点

0,476% ②行う予定

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

②今後、配置す
る予定

【課題】
①地域において日本語教育を担う人材が不足（高齢化、世代交代）
②多様化する日本語教育のニーズに対応する各機関の役割分担が不明確

【対応策】
①R5から日本語教育の基本的な方針の策定に向け、県、市町村、関係機関による検討を行う。
②人材育成等の環境整備に向け、オンライン等も活用しながら日本語教育の指導者を養成する講座を開催する。

6 山形県

みらい企画創
造部国際人
材活躍・コン
ベンション誘
致推進課

1,037,677
2022年
12月時点

7,955
2022年
12月時点

0.77% ②行う予定

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和５年度中に策
定予定

②今後、配置す
る予定

取組みが個別的となっている。

7 福島県 国際課 1,812,061
令和3年
10月時点

13,942
令和3年
12月時点

7.69%
③行ったことは
ない

⑤未定

　福島県では、ふくしま国際施策推
進プランを策定しており、日本語教
育の推進に関しても、記載している
ところ。令和４年の地方からの提案
等に関する対応方針（令和４年１２
月２０日閣議決定）において、「既
に類似の方針を策定しており、日
本語教育の推進に関する記載が
含まれる場合、当該方針をもって
代えることができる」という対応が
可能ということになったことを受け
て、対応を検討している状況。

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

8 茨城県
女性活躍・県

民協働課
2,843,034

R4年
7.1月時

点
77,826

R４年
6末月時点

2.70% ①行っている

令和2年度に外国人の日本語教育のニーズや関係機関（市町村、市町村国際交流
協会、大学、日本語学校、地域日本語教室、企業等）が実施している日本語関連事
業や課題等を把握することを目的に、「茨城県地域日本語教育実態調査」を行っ
た。
関係機関のニーズの多くは、「関係機関とのネットワーク構築」、「日本語教師や日
本語学習支援者の養成」だった。
県内在住外国人のニーズは、「日本語教室が近くにあれば勉強したい」「日本語教
室と時間が合えば勉強したい」といった日本語教室に関するものと、「日本語を勉強
できるインターネットのページやアプリのプログラムがあれば勉強したい」といった
ICTを活用した学習方法の提供に関するものが多かった。

⑥策定予定
なし

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

・策定検討のための他
部局、関係機関との調
整や会議開催など、担
当職員の負担が大きい
・策定検討に係る会議
開催等の予算がない

①配置している

体制づくりには市町村との連携も重要であるが、日本語教育の必要性を感じていながらも「ニーズの把握ができていない」、「予算がない
担が過重になる」といった理由から地域日本語教育を実施していない市町村がある。
地域日本語教育推進員や地域日本語教育コーディネーターを配置し、市町村からの相談に対して助言等を行う体制を整えている。しか
課題については県で対応することは難しく、限られた市町村との連携にとどまってしまう懸念がある。

9
栃木県 産業労働観

光部国際課
1,942,495

2021年
12月時点

41,670
2021年
12月時点

2.15% ①行っている
・地域国際化実態調査報告書（令和２年１月）　※結果については、添付２を参照
・日本語学習に関する調査報告書（令和３年２月）　※結果については、添付３を参
照

①策定済

栃木県に
おける地
域日本語
教育の推
進に関す
る基本的
な方針

https://www.pref.tochigi.l
g.jp/f04/nihongo_housin.h
tml

地域日本語教育において、本県が取り組むべ
き方向性が明確となったこと。

特になし
現時点では検討してい
ない。

①配置している

・日本語教室における日本語学習支援の担い手不足への懸念
（対応策）担い手の発掘・育成のための研修会の開催
・オンラインを使用した日本語学習支援への不安
（対応策）担い手の発掘・育成のための研修の開催
・外国人住民のニーズ把握に取り組めていない域内自治体
（対応策）日本語教育コーディネーターによる各地域への情報提供・助言等
・「やさしい日本語」への需要
（対応策）普及啓発のための県域での研修会の開催

10 群馬県

地域創生部ぐ
んま暮らし・
外国人活躍

推進課

1,930,990
2022年
12月時点

65,326
2022年
12月時点

3.38%
③行ったことは
ない

①策定済

群馬県多
文化共
生・共創
推進基本
計画

https://www.pref.gunma.j
p/site/tabunka/4085.html

令和4年度～8年度（5年
間）の計画のため、以降
については見直しを行う
予定。

①配置している
課題：県内全域での日本語学習機会の提供を目指しているものの、地域によっては組織や予算の都合により日本語教室開催をする体制
際交流協会がある
対応策：文化庁補助事業や、県内の他地域の取組等を案内

11 埼玉県 国際課 7,339,830
2022年
7月時点

205,824
2022年
6月時点

2.80% ①行っている

　県内すべての市町村及び日本語教室を対象とし、日本語教室の実態や市町村及
び日本語教室が抱える課題についてアンケート調査を行った。
　日本語教室においては人材確保や指導のスキルアップが課題になっており行政
機関等の研修が望まれているが、市町村では予算の確保等が困難であることか
ら、県広域での人材育成への支援についてニーズがあることを把握した。
　また、県内日本語教室が偏在していることや行政による日本語教室の運営支援
が望まれていることも判明し、日本語教室の空白地域解消や課題解決のための支
援についてもニーズがあることを把握した。

①策定済

埼玉県日
本語教育
の推進に
関する基
本的な方
針

https://www.pref.saitama.
lg.jp/a0306/tabunkakyous
ei/kihonhoushin.html

今後の検討について方針を明確にすることが
できた。

現時点では考えていな
い

①配置している
県内の日本語教室は人口の多い県南部に集中し、空白地域は県北に多く存在する。そのため日本語教室の設立運営等の経験を持ち、
材は県南部に偏在し広範囲での支援が課題となっている。そこで、知見を持つ人材を地域日本語教育コーディネーターとして配置し、各
限定することなく県内全域で支援が行われるよう体制を構築している。

12 千葉県
総合企画部

国際課
6,272,900

R4年
1月時点

162,830
R3年
12月時点

2.60% ①行っている

令和２年度、地域日本語教育実態調査として、外国人県民、市町村、日本語教室、
日本語学校、事業者を対象とした調査（郵送・メールによるアンケート、事業者には
ヒアリングも実施）を行った。
外国人県民の回答では、どうやって日本語を学びたいかについて、「無料の日本語
教室」「自分で勉強（教科書やテレビ等）」「自分で勉強（インターネットやアプリ等）」
が上位となった。
また、学習をしていない人の回答では、その理由を「仕事のため時間が無い」とした
人が多かったほか、日本語教室の認知度も低かった。
このため、無料で学べる日本語教室の増加や、ITも活用した多様な学習方法の提
供、またそれらの周知が必要とされていると考えられる。
一方で市町村や日本語教室の回答からは、「指導人材の不足・高齢化」や、「関係
者間の連携不足」といった課題が浮かび上がっている。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

①配置している

【課題】学習支援者の人材不足・高齢化
【対応策】新規の日本語学習支援者を養成する講座の実施と人材マッチング。
【課題】日本語教室未設置の空白市町村が存在するなど、日本語教育へのアクセスが困難な外国人県民が存在。
【対応策】市町村事業の経費への補助制度を創設し、市町村による教室開設を促進。
　　　　　オンライン形式の日本語教室を開催し、そのノウハウを市町村等に提供。
【課題】地域日本語教育が教室単位で行われ、関係主体の横のつながりが緊密でない。
【対応策】総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーターを設置し、関係者間の連携を推進。
　　　　　地域日本語教育関係者の交流・意見交換を図るミーティングを開催。

13 東京都

生活文化ス
ポーツ局都民
生活部地域
活動推進課

13,841,665
R5年
1月時点

581,112
R5年
1月時点

4.20% ①行っている

令和２年度に地域における日本語教育の現状やニーズを把握するため、区市町村
や国際交流協会、地域日本語教室、日本語教育機関、日本語教師養成機関、外国
人雇用企業を対象に実態調査を行った。（学習者のニーズは含んでいない。）
なお、区市村等からは、初期段階の日本語教育に関する課題や人材の確保・育成
に関する課題が挙げられている。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

①配置している

都内の地域日本語教育の取組状況・取組内容は、区市町村ごとに異なっており、日本語学習を希望する外国人が、都内のどこにいても
整備されていない。
特に、日本語を初めて学習する外国人等の支援は、ボランティアにとって負担が大きいことから、行政による対応が求められているが、取
ある。

こうした背景を踏まえ、東京都は、地域日本語教育において目指す目標やレベル、体制づくりに必要な要素を「東京の地域日本語教育の
まとめ、各区市町村が「初期段階の日本語教育を保障する」という視点をもって体制づくりに取り組むよう促していく。
同時に、区市町村の取組が進むよう、東京都として必要な支援を行っていく。

14
神奈川

県
国際文化観
光局国際課

9,231,177
2022年
1月時点

222,018
2022年
1月時点

2.41% ①行っている

【「かながわの地域日本語教育の施策の方向性」のための調査（令和元年度実
施）】
各主体が連携する日本語教育推進の具体的な施策の方向性を取りまとめるため
に、神奈川県内の①市町村、②市町村国際交流協会、③日本語ボランティア教
室、④日本語教育機関、⑤外国籍県民等を対象にアンケート調査と聞き取り調査
を行った。確認したニーズは、以下のとおり。
・　日本に長く暮らしていても、生活に必要な書類が読めない、書けないで苦労して
いる人が多い。医療、子育て、学校教育、防災、税金、年金・保険など、学習者の生
活場面に合わせ、日本の制度について日本語を学ぶ場が求められている。
・　「家族滞在」の在留資格を有する者は情報や学習機会が乏しく、課題が大きい。
「日本人の配偶者」についても、家族や地域の中で孤立せずに生活を充実させてい
くための日本語習得のニーズが高い。

※　上記のほか、令和３年度、令和４年度に市町村と連携し、各地域の日本語教育
の現状等について関係機関にヒアリングしている。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

①配置している

（課題）
・　地域の実情に応じた学習機会の提供
・　専門家による日本語教育の必要性
・　ボランティアによる日本語教室への支援の必要性
・　外国籍県民等に日本語学習の場や手段の情報が届いていない
（対応策）
市町村や関係機関等との連携を強化し、県内の地域における日本語教育の総合的な体制づくりを進める。

15 新潟県
知事政策局

国際課
2,177,000

R4年
6月時点

17,901
R3年
‐月時点

0.82% ①行っている

　在住外国人のニーズや現状を把握し効果的な支援に取り組むため、全県を対象

としたアンケート調査を実施した。
　（回答数：1,044人）
〇日本語に関する質問：日本で生活する上で困っていること（複数回答）
　　　→　約４割が「言葉」と回答
※ニーズについて、現時点で不明。今後インタビュー調査実施等により、取り纏め
る予定。

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和６年１月頃
②今後、配置す
る予定

〇課題
・県内市町村30のうち、日本語教室空白地域が13となっている。
〇対応策
・文化庁補助金事業を活用し、令和5年度に日本語教育に関する基本方針を策定する。
・空白地域解消等の具体的事業は、方針を踏まえて検討する。

16 富山県
生活環境文
化部国際課

1,026,435
2023年
1月時点

19,638
2023年
1月時点

1.91% ①行っている

　平成30年度に県内在住外国人向けに行ったアンケート（回答者数554人）によれ
ば、日本の生活で困っていることとして「ことば」を挙げた外国人が全体の64.6％で
あった。また、日本語を学ぶ上での問題点については、「忙しくて日本語を学ぶ時間
がない」（47.3％）、「日本語教室が近くにない」（37.5％）、「日本語を学ぶための情
報をどのように集めたらよいかわからない」（34.3％）などの回答があった。

②令和４年
度内の策定
に向けて準
備中

令和５年３月末策定
予定

①配置している
　県内４か所で実施している基礎日本語教室は、参加者が定着せず、学習効果が上がらない状況が続いており、現在、総括コーディネー
ディネーターとも協議のうえ、適切な実施方法を模索している。

17 石川県 国際交流課 1,117,240
R4年
12月時点

16,598
R4年
12月時点

1.49% ②行う予定 ①策定済
石川県国
際化推進
プラン

https://www.pref.ishikawa
.lg.jp/kokusai/plan/index.
html

令和６年度に改訂予定 ①配置している

空白地域への対応：各市町を訪問し、日本語教室開設、日本語教育の機会提供について担当者と相談している。
日本語教育活動の充実：課題ごとに事業を実施し、会議、研修会、教室訪問を実施している。
日本語サポーターの養成：市町と協力して養成講座を実施し、教室の運営についても相談している。
市町間、教室間の連携：広域連携しての養成講座の実施、教室間の見学会・意見交換会を実施している。
地域内の連携協力体制づくり：日本語学習者を地域を挙げて支援できるよう関係づくりを進めている。

18 福井県
産業労働部
国際経済課

750,780
令和5年
1月1日時
点

15,683
令4年
12月時点

2.09% ②行う予定 ①策定済

福井県多
文化共生
推進プラ
ン

https://www.pref.fukui.lg.j
p/doc/seiki/tabunka-
plan_d/fil/tabunkapuran.p
df

・県としての方針を定めることで、様々な施策
を行う根拠となっている。

・県庁だけではなく、「県民が目指すプラ
ン」に成長させるために、いかに県民を巻
き込むかが今後の課題。同様に、県内で
多文化共生分野で頑張っている人はたくさ
んいるものの、全体から見るとまだまだ限
られている。それ以外の人の意識をどう向
けるかを考える必要がある。
・色々な課題があるなかで、どの分野に特
に力を入れ、どこに福井県らしさを見出す
か、議論を深めていくことが重要。
・県庁内部の話だと、いかに部局横断の全
庁的なムーブメントとしていくかが課題。
様々な施策に多文化共生の視点を持って
もらうために職員の意識醸成が必要。

令和７年度に改訂予定
②今後、配置す
る予定

〔課題〕総括コーディネーターの不在、アドバイザー、日本語教師等の人材不足
〔対応策〕令和6年度に「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」応募予定

19 山梨県
知事政策局
外国人活躍

推進グループ
799,238

2023年
2月時点

18,765
2022年
6月時点

2.35% ①行っている
2019年に「山梨県在留外国人アンケート調査」を実施。
日本語教室に通っていないと回答した者の約半数が、日本語教室に通って学習し
たいと回答していた。

①策定済
やまなし
外国人活
躍ビジョン

https://www.pref.yamana
shi.jp/shinchaku/kokusai/
0202/vision.html

中長期的な視点で本県が進むべきビジョンが
示されたこと
ビジョンに基づき、具体的な事業が開始された
こと

①配置している
基礎自治体である市町村における日本語教室設置を促進しているが、市町村（担当者）によって温度差があること。
財源やマンパワーの問題や外国人住民数が少ないなどの状況もあるが、モデル事業の横展開や補助制度の創設などを通して、地道に
る。

20 長野県

県民文化部
文化政策課
多文化共生・
パスポート室

2,056,856
令和3年
12月時点

34,867
令和3年
12月時点

1.70% ①行っている

H30年度に実施した外国籍県民意識調査によると、「現在日本語を学んでいない」
と回答したのは全体の42.0％であり、その理由として も多かったのは「時間がない
から」で32.7％であった。この結果から、身近に日本語教室等がない場合は、より学
習機会にアクセスしづらいと想定され、通える範囲に日本語教室があることやオン
ラインを活用した移動時間が生じない学習スタイルの普及が必要とされていると考
えられる。

①策定済

長野県多
文化共生
推進指針
2020

https://www.pref.nagano.l
g.jp/kokusai/kaitei/shinsh
in2020.html

・多文化共生の地域づくりのために地域日本
語教育に取り組む、という位置づけが明確に
なった。
・担い手の育成、モデル地域の創出等、方向
性が明確になった。

・多文化共生のための計画（プラン）内に
包括している状態だが、その旨が明記され
ていない
・H30以降、外国人の個々のニーズ把握で
きていない。そのため、目標や評価のため
の数値指標が設定されていない

・現行の計画は令和２年
３月に設定したばかりで
あり、また期限も定めて
いないため、当面の間
は見直し予定なし

①配置している

課題
・地理的に広大なため、地域日本語教育コーディネーターの一人当たりの担当範囲も広大（現在、４名配置）
・地域日本語教育で活躍できる日本語教師の確保・養成
・日本語交流員（日本語学習支援者）が活躍できる場が乏しい
・既存の教室関係者（ボランティア等）において県事業や日本語交流員の役割について認知度のが低い
・モデル期間終了後、市町村が自走することが困難（予算面、人材面）

対応策（今後の予定）
・数か年かけて、地域日本語教育コーディネーターの配置数を倍増
・日本語教師向けの研修等、養成策を検討・実施
・日本語交流員が活躍できるような人材が連携する形態の教室が普及するよう、補助金の対象を拡充
・日本語交流員養成研修の内容を既存の教室関係者も受けやすくするよう、研修構成を見直し
・コーディネーターが中心となり、モデル開始時点で、終了後の自走を見据えた体制づくりに着手

策定してよかったと感じたことやその理由 課題・問題点 今後見直しを行う予定 策定時期 課題・問題点

⑵各地域の日本語教育に関する実態調査やニーズ調査について
⑵「策定済」と答えた団体に伺います。

策定してよかったと感じたことやその理由、策定に至るまでの課題・問題点、今後見直しを行う予定があれば、それ
ぞれお書きください。

⑶「令和４年度内の策定に向け準備中」、「令和５年度中の策定
に向け準備中」の団体に伺います。

策定予定時期や、策定中の課題・問題点があれば、それぞれお
書きください。

1. 域内の基本的な情報について 2. 域内の外国人の動向及び日本語学習ニーズについて 3. 日本語教育推進法第11条に基づく、地方公共団体における日本語教育に関する基本的な方針の策定状況について ４．日本語教育事業の実施体制について（地方公共団体、地域国際化協会がそれぞれ日本語教育事業を運営している場合は、それぞれについて

⑵域内の在留外国人
数（人）

域内の総
人口に占
める在留
外国人の
割合（％）

⑵都道府県・政令指
定都市におけるコー

ディネーターの配置に
ついて

⑴日本語教育に
関する基本的な
方針の策定状況

について

（策定済
の場合）
当該方針

名

（策定済の場合）
当該方針のURL

⑷　域内の日本語教育の体制づくりに関して課題とそれに対する対応策について、記載してください。

⑷「未定」、「策定予定なし」と答えた方に伺います。

⑴域内の総人口（人）

この地方公共団体における日本語教育に関する基本方
針の策定について、「地域における日本語教育の在り方
について（報告）」（令和４年１１月、文化審議会国語分科
会）では、以下のように、基本方針について様々な在り方

を例示した方向性が示されています。
このうち、どの方法であれば今後、基本方針を策定できる

可能性はあると考えられますか。

その他

また、策定における課題
があればお書きくださ

い。

貴都道府県・政令指
定都市で、日本語教
育に関する実態調
査やニーズ調査に

基づく日本語教育を
行っていますか。

「行っている」と答えた団体に伺います。

どのような調査を行ったのか、その結果、どのようなニーズがあったかお書きくださ
い。

1 



1 北海道

2 青森県

3 岩手県

4 宮城県

5 秋田県

6 山形県

7 福島県

8 茨城県

9
栃木県

10 群馬県

11 埼玉県

12 千葉県

13 東京都

14
神奈川

県

15 新潟県

16 富山県

17 石川県

18 福井県

19 山梨県

20 長野県

域内の空白地域解
消に向けた取組の
促進を行っています

か。

「行っている」「将来的に行う予定」を選択した場合、内容を
記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理由を記載
してください。

○ ○
・いくつかの市町村では文化庁のスタートアッププログラムを活用し、人材育成や日本語教室を実施している。
・道では現時点で人材育成や人材育成に対する支援は行っていないが、多くの市町村が日本語教育の空白
地域となっていることから道としても市町村等と連携して、人材育成を実施する必要があると考える。

【課題】
・市町村を跨いだ連携が必要になってくるが、市町村を跨いだ地域日本語教育コーディネーターを
配置することが困難
・地域によって人材の人数に偏りがでることが想定される
【対応策】
・有識者などによる議論を踏まえ、将来的な市町村連携による日本語教室の実施など、道と市町村
及び市町村間で連携した事業の推進が必要

③将来的に
行う予定

③将来的に行
う予定

・R5から文化庁の「地域日本語教育の総合的な体制づくり
推進事業」を活用する予定。

将来的に雇用・活
用する予定

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
役割分担：なし
育成のための支援：地元大学と連携しスキルアップ研修を開催している。(金銭的な支援は実施していない)

課題：実働人材の不足
対応策：日本語教師の養成を実施している大学との連携。

課題：育成した人材が活躍できる環境の整備
対応策：地域日本語教室の普及促進

②行ってい
ない

①行っている
今年度実施した市町村等を対象とする実態調査などを踏ま
え、各市町村や関係団体等と連携した取組を図りたい。

活用している（委嘱
等） ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

【県】
全県的な視野から広域的な課題への対応、情報収集、提供、先導的な取組などを推進するとともに、日本語
教育に取り組む市町村や関係主体へ必要な支援を行う。
【市町村】
外国人県民にとって も身近な基礎自治体として、地域の国際交流協会や日本語教室等と連携し、日本語教
育体制の整備等をしていくことが期待される。

【課題】
・教育人材を確保し、適切な役割分担のもとで定着促進する必要がある。
・地域の日本語教室、日本語教育人材に対する相談・支援体制を確保する必要がある。
・多様なニーズやレベルに対応するための資質向上を支援する必要がある。
【対応策】
・地域の日本語教室と連携し、ニーズを踏まえながら教育人材向けの研修会を開催している。
・日本語教育人材同士の情報交換や、専門家による相談対応などを行う日本語サポータ―交流会
を開催している。

①行ってい
る

①年度ごと
・日本語教育人材向け研修の開催回数
・日本語教育人材向けの研修の参加者数 ①行っている

・教室開設を検討する団体等へコーディネーターを派遣し、
日本語教室解説に向けた企画や研修を支援している。

活用している（委嘱
等） ○ ○ ○

○ ○ ○ 県：文化庁の「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」等を活用した人材育成研修の実施
市町村：人材育成研修の共催等

①行ってい
る

①年度ごと 空白地域となっている市町村数 ①行っている
空白地域となっている市町村において、日本語教育支援人
材の育成研修、日本語講座の試行を行い、日本語講座の
立ち上げ支援を行っている。

雇用・活用の予定
はない

○ ○ ○ ○ 人材育成については県が行い、養成講座を（公財）秋田県国際交流協会に業務委託により開催している。

【課題】
①地域において日本語教育を担う人材が不足（高齢化、世代交代）
②多様化する日本語教育のニーズへの対応

【対応策】
①県、市町村、大学、関係機関等との連携による検討・情報共有

①行ってい
る

①年度ごと
②行っていな
い

県内の市町村で外国人が居住していて
も人数が少なく、市町村等が個別に対
応しており、さらなる支援のニーズがな
いため。

将来的に雇用・活
用する予定 ○

○ ○ ○ 取組みが個別に行われており、役割分担などは決まっていない。
今後、日本語ボランティア及び専門的人材の育成を進めていく予定だが、それらの人材と外国人を
つなぐ役割を担う人材の育成やどの機関が行うかの調整が必要。対応策は、令和５年度に策定予
定の基本的方針の中に組み込んでいく。

②行ってい
ない

②行っていな
い

県内の空白地域の多くは郡部の市町であ
り、単独での日本語教室設置・運営が困難
（人的、財政的）
在住外国人は県内全市町村に居住している
ものの、その８割の居住地域には日本語教
室がある。
空白地域に、新たに日本語教室を設置する
取組みを進めるべきか、既存の教室を利用
しやすい環境を整えていくなど（オンライン活
用、支援者派遣）の対応を進めるべきか、県
の基本的な方針策定作業のなかで、有識者
や現場の意見を聞いて方向性を決めていき
たい。

将来的に雇用・活
用する予定 ○

○ ○ ○ ○ 　県では、「やさしい日本語普及促進事業」の中で、日本語学習支援者の養成、スキルアップを行い、日本語
教育に携わる人材の裾野拡大に取り組んでいる。主に県で、学習支援者の支援を行っている状況である。

日本語学習支援者の養成、スキルアップを行い、日本語教育に携わる人材の裾野拡大に取り組ん
でいるところであるが、日本語教室の開設や目に見える形での指導者の増加には至っていない。

②行ってい
ない

①行っている
「やさしい日本語普及促進事業」の中で、日本語教育立上
支援を行っており、市町村へ日本語教室の運営を働きかけ
ている。

雇用・活用の予定
はない

○ ○ ○ ○ ○ ○

・県が日本語学習支援者の育成を行う際は、市町村には域内の広報を行ってもらい、参加者を募っている。
　講座終了後には、市町村担当者（特に空白地域）と講座修了生とをつなぎ、地域日本語教室開設に向けた
話し合いを行ってもらうとともに、市町村の支
　援方法を検討してもらっている。
・市町村が日本語学習支援者の育成を行う場合は、市町村からの依頼に基づき、地域日本語教育推進員及
び地域日本語教育コーディネーターが講座講
　師を務めたり、地域日本語教室開設や運営に関する助言等を行ったりしている。

日本語教育に携わるボランティアが高齢化しており、若い世代の人材確保が必要となっている。日
本語ボランティアの養成講座を実施する際、地域日本語教育に関心のある学生等など若い世代へ
の周知にも力を入れている。
地域日本語教育がボランティア活動で支えられているため理念の押し付けはできないが、従来より
「日本語を教える／学ぶ」教室が定着している中、多文化共生の地域社会形成を推進するため、い
わゆる対話を通じた日本語コミュニケーション能力の向上をめざす学習支援について普及を図って
いる。養成講座を開催し一部参加者の意識変化は認めるものの具体的な活動内容が提示できるわ
けではなく、特に既存ボランティアへの普及は時間がかかると感じている。

①行ってい
る

①年度ごと

・地域日本語教育関係者連絡会議の参加
人数
・日本語学習支援者養成講座の参加人数
・日本語教室がない空白地域（市町村）数
・日本語教育関係者連絡会議への参加、日
本語学習支援者養成講座受講により、新し
い　地域日本語教育の動きが理解できた参
加者の割合

①行っている

空白地域を対象とした日本語学習支援者の養成講座を実
施している。講座修了生と当該市町村の担当者をつなぐた
めの場を設置し、日本語教室立ち上げに向けた意見交換
を行ってもらい、地域日本語教育推進員や地域日本語教
育コーディネーターが助言を行うなど側面支援をしている。

①雇用している
②活用している（委
嘱等）

○ ○

○ ○ ○ ○ 県においては、県域での研修会開催や日本語教育コーディネーターの市町等派遣による指導・助言を実施す
る一方、市町においては、当該域内において研修会等を開催し、支援者の育成を実施している。

地域の日本語教室からは、「日本語学習支援の担い手の高齢化が進むことから、将来的な担い手
不足について懸念している。」との声が上がっている。このため、本県では各種研修会を通じて、担
い手の発掘・育成に取り組んでいる。

②行ってい
ない

①行っている
空白地域に暮らす外国人住民でもオンラインによる日本語
教育が受けられるよう、オンライン日本語学習支援に対応
できる日本語学習支援者の養成に取り組んでいる。

雇用している ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
県内の国際交流協会・日
本語教室・日本語学習支
援者をとりまとめ、連携の
中心となる人材

県：総括コーディネーターや地域日本語教育コーディネーターの設置、外部有識者を委員とする総合調整会議
の開催、日本語学習支援者の養成・スキルアップの実施
市町村：日本語学習支援者の養成・スキルアップの実施、日本語教室の開催

課題：養成した人材の継続的な活動支援
対応策：県で日本語学習支援ボランティアを登録し、日本語学習支援に有益な情報等を発信する

①行ってい
る

文化庁補助事業（５年）の
中間にあたる３年目（令和
４年度）に中間評価を実施

①行っている

・文化庁補助事業の周知、活用促進
・オンライン日本語学習支援スキルの向上のため、日本語
学習支援ボランティア養成講座にオンライン日本語学習支
援に係る内容を導入し、開催方法もオンラインで実施

活用している（委嘱
等）

○

○ ○

　日本語教室の整備や付随する人材育成については地域の実情を把握している市町村が中心となって進め
るものであるが、県は日本語教室の運営を担う人材の育成研修の実施や、教室の新設や既存教室の課題解
決等を支援するアドバイザーの派遣を実施し、日本語教室人材の育成についての取組を後押ししている。
　また、市町村や日本語教室運営者等と連携した会議体を設置しており、人材育成等について市町村から意
見を聴取している。

　異なる日本語教室に所属するボランティア同士や、ボランティアに興味ある人材と既に活動してい
る人材との交流の機会の確保が課題となっていたが、初心者向け研修において活動内容を紹介す
る時間を設け、また経験者向け研修で情報交換会を実施し、日本語教室間で連携が図れるよう配
慮するなど、人材交流の機会の確保を図っている。

①行ってい
る

埼玉県多文化共生推進プ
ランの取組の１つとして評
価を行う

多文化共生を推進する人材の育成数 ①行っている
　市町村向けに空白地域解消のためアドバイザーの派遣
を行っている。その結果、現在２町で空白地域が解消され
た。

活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○

令和２年度以前は千葉県国際交流センターで日本語学習支援人材の養成講座を実施してきたほか、独自で
人材養成講座を行ってきた市町村も存在している。
令和３年度から県主催で学習支援者養成講座を開催しているが、県としては人材育成も市町村主体で行われ
ることを目指しており、新たに日本語教室を設立する市町村を県主催の講座の実施地とし、人材育成の手法
を参考として示すことがある。
今後、県主催の講座も当面継続するが、令和４年度に創設した市町村補助金を活用し、市町村主体で行われ
る人材養成講座を県がサポートする取組も行っていく。

【課題】
学習支援者の人材不足・高齢化
【対応策】
・新規の日本語学習支援者を養成する講座を実施。
・ボランティア登録制度を運営し、登録者に人材を募っている教室等の情報を提供しマッチングを図
る。

②行ってい
ない

①行っている

・市町村を集めての会議での説明や、訪問してのヒアリン
グなどにより、市町村の意識啓発を図る。
・市町村事業の経費への補助制度を創設（令和４年度）し、
市町村による新規教室開設を促進。
・広範囲をカバーできるオンライン形式の教室も普及するよ
う、県でモデル的にオンライン教室を開催し、そのノウハウ
を市町村等に提供する。

活用している（委嘱
等） ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
行政職員（行政職員の主
体的な関与も必要と考え
ている。）

都及び地域国際化協会である東京都つながり創生財団は、広域自治体・中間支援組織として、広域連携を推
進するとともに、区市町村が単独では対応が困難なものへの取組を行っている。具体的には、区市町村域を
越えた意見交換の場の設定や、区市町村ごとに研修を実施することが困難な課題（専門的な内容や新しい課
題等）について、都内全域を対象とした研修や情報提供を実施する。

日本語教室の支援者からは、専門的な知識を学ぶ機会や、他の教室の支援者と意見交換する機
会がなく、活動内容などについて悩んでいるという声が多い。また、区市町村等が配置する地域日
本語教育コーディネーターの役割等について、検討が求められている。
（２）の役割分担を踏まえ、意見交換の場の設定や研修を行うとともに、総合調整会議にて、地域日
本語教育コーディネーターの役割等の検討を行う。

②行ってい
ない

③将来的に行
う予定

具体的な取組内容については今後議論していく予定 雇用している ○

○ ○

日本語教育を軸に、子育
て・福祉・防災など、外国
籍県民等の様々な生活
課題を捉え、各政策分野
との連携を図り、市町村
単位等での企画やネット
ワーク形成等を担う人材
（広域的（県域単位等）に
活動する地域日本語教
育コーディネーターとは別
の役割を担う人材）。

【県】広域で行うべき人材育成、ネットワークづくり
→リーダー的人材（日本語学習支援活動を行う推進役で、教室の運営・企画等に積極的に関わる人材）を対
象とした研修
【市町村】ボランティアによる日本語教室への支援
→ ボランティアの養成や研修、教室間の連携促進、教室の広報、会場の確保

・担い手の不足・高齢化
・学習ニーズの多様化
・教室の場所の確保が困難
・ボランティア養成講座を実施しても受講者の活用につながらない。
→市町村や関係機関等と連携した日本語教育の総合的な体制づくりを進めていく。県としては、、市
町村に対して財政的
支援（日本語教室への講師人件費や会場借り上げ料、教材作成費等）を実施している。

②行ってい
ない

①行っている

日本語教室の空白地域を解消するために、地域コーディ
ネーターが定期的に各市町村へ訪問やヒアリング等を行
い、日本語教育の取組やメリットをしっかり共有し、理解と
協力を促している。
また、県が実施している初心者向けの日本語講座では、オ
ンラインを活用した講座も実施している。
オンライン講座であれば県内どこからでも参加することがで
きるので、県としては、こうしたオンライン講座を、将来的に
は市町村でも実施できるように支援していくことで、県内の
日本語教室空白地域の解消につなげていきたいと考えて
いる。

活用している（委嘱
等） ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
②行ってい
ない

③将来的に行
う予定

・文化庁補助金事業を活用し、令和5年度に日本語教育に
関する基本方針を策定する。
・空白地域解消等の具体的事業は、方針を踏まえて検討す
る。

将来的に雇用・活
用する予定

○ ○ ○ ○ ○ ○ 検討中 　継続的な人材及びその質の確保。対応策については、検討中。
③将来的に
行う予定

③将来的に行
う予定

検討中
活用している（委嘱
等）

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

県でも毎年日本語指導ボランティア養成講座を主催している。
市町や教室等から協力依頼があれば、養成講座や研修について、内容やカリキュラムの相談に乗ったり、講
師を派遣したりしている。その際、市町には、講座参加の呼びかけ、宣伝、会場の確保、講座終了後の活動の
場の確保、当日の運営等への協力をお願いしている。
県内一部自治体では独自にボランティア養成講座を行っている。

地域日本語教育に携わる日本語教師、日本語サポーターは、高齢化が進み、教室や団体の運営
に影響が出てきているところもあり、若手の育成や教室に関わるすそ野を広げる取組が急務であ
る。日本語指導ボランティア養成講座を毎年金沢市などで実施してきたが、R2年度より市町や教室
と協力する形で、金沢市以外の会場での養成講座の開催にも力を入れている。
ボランティアが少ない地域では、地域住民が受講するハードルをできるだけ低くするために、短期間
の、模擬教室体験を取り入れた講座等を行うこととしている。

②行ってい
ない

①行っている

毎年必ず、空白地域には、体制づくり推進事業の総括コー
ディネーターや地域日本語教育コーディネーターが訪問し、
地域日本語教育の必要性について、担当者に説明し、教
室等の実施への協力を依頼している。スタートアッププログ
ラム実施、広域でのサポーター養成講座実施、体験日本語
教室開催などに結び付いている。

雇用している ○

○ ○ ○ ○ ○
・県（講師との日程調整、講座内容の打合せ、講師謝礼の支払、受講者の活用方法の検討等）
・市町（地域ニーズの把握、開催場所確保、広報、参加者とりまとめ、資料準備、受講者の活用方法の検討
等）

［課題］・養成講座を開催しても、ボランティア活動を始める人/活動を継続できる人が少ない。
・日本語教師（日本語教育能力検定試験合格者や大学等で日本語教育課程を修了者等）の人材不
足で、本来、日本語教師が行うべき学習者への対応も日本語ボランティアが対応せざる負えないよ
うな状況が続いている。

①行ってい
る

①年度ごと 満足度、理解度
③将来的に行
う予定

日本語支援者向け講座の開催や他地域との連携促進
活用している（委嘱
等） ○

○ ○ ○ 現状では、県が主体的に人材の発掘や登用を進めている。
特に日本語学習支援者については、県が広域的に研修会を開催して養成している。

生活者としての外国人に対する日本語教師不足。
今後、委託先の日本語学校に所属する日本語教師らとネットワークを構築し、地域日本語教室での
実践や振り返りを共有して指導力向上を目指す取り組みを行う予定。

③将来的に
行う予定

①行っている
2020年度から文化庁の「地域日本語教育の総合的な体制
づくり推進事業」を実施。

活用している（委嘱
等）

○

○ ○ ○ ○ ○

●モデル地域日本語教室
　 県：地域日本語教育コーディネーターの配置、日本語教師と日本語交流員の派遣
　 市町村：上記人材の受入れ
●日本語交流員の養成
　 県：研修の主催
　 市町村：広報等

（再掲）
課題
・地域日本語教育で活躍できる日本語教師の確保・養成
対応策
・日本語教師向けの研修等、養成策を検討・実施

①行ってい
る

①年度ごと

（主な指標）
地域会議（総合調整会議の前段としての地
域ごとの会議）の開催数とその意義
モデル教室における参加者の満足度と継続
を希望する市町村数
地域内ネットワークイベントの開催数

②行っていな
い

当県には小規模町村が多く、かつ学習者と
なりうる外国人が散在しており、「空白地域」
の定義が明確になっていないため。
また、地域日本語教育コーディネーターが活
動する中で各地域の状況把握に努めてお
り、新規教室開設の支援も行っているが、必
ずしも日本語教室が所在しない市町村での
教室開設に注力しているわけではないため。

活用している（委嘱
等） ○ ○ ○

⑴地域における日本語教育に携わる人材のうち，どのような人材が
特に求められていますか。※複数選択可

左記でその他を選んだ方
は具体的な人材を記載し

てください。

「地域における日本語教育の在り方につい

（その他の場合）
内容

指標となっている項目

コーディ
ネーターと

して

日本語教
師（指導
者）として

会議等の
委員とし

て

事業アド
バイザー

として

⑴　城内の空白地域解消に向けた取組

5. 地域の日本語教育に携わる人材に対する支援等について ６．日本語教育に関する事業の評価について

現在、日本語の専門性を
有する人材を雇用、活用
（委嘱等）していますか。

７．都道府県の空白地域解消に向けた取組の促進について

事業評価を
行っています

か。

事業評価を
行っていると回
答した団体に

ついて、どのよ
うな観点で行っ
ていますか。

（複数年に
１回の場

合）
期間

「雇用している」「活用している（委嘱等）」「将
用する予定」を選択した場合、内容を選択し

数回答可
地域づくり
や多文化

共生に関す
る専門性を
有する者

把握してい
ない

その他

域内の司
令塔となる
コーディ
ネーター

（総括コー
ディネー

ター）

地域日本
語教育コー

ディネー
ター

施策等に
助言を行う
外部有識

者

日本語教
師

日本語学
習支援者

⑵地域における日本語教育に携わる人材に関して、都道府県と市区町村でどのような役割分担で育成や育
成のための支援が行われていますか。

⑶　域内の日本語教育に携わる人材やその育成に関する課題及びその対応策について、記載して
ください。
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1 北海道

2 青森県

3 岩手県

4 宮城県

5 秋田県

6 山形県

7 福島県

8 茨城県

9
栃木県

10 群馬県

11 埼玉県

12 千葉県

13 東京都

14
神奈川

県

15 新潟県

16 富山県

17 石川県

18 福井県

19 山梨県

20 長野県

日本語学
校（法務
省告示、
それ以外
の双方を
含む。）

大学 財団法人 株式会社 NPO法人 任意団体
その他（どのよう
な団体か記載し

てください）

「行っている」「将来的に行う予定」を選
択した場合、内容を記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理
由を記載してください。

地方公共団体と日本語教育機関との連
携において、日本語教育機関に期待す

ることがあれば記載してください。

新型コロナ
ウイルスの
流行によっ
て、対面で
の教室の開
催が難しい
状況となっ

たため

対面よりも
時間や場所
を選ばず学
習ができる

ため

空白地域の
解消のため

その他（理由を記載してくだ
さい）

オンライ
ンによる
日本語教
育のノウ
ハウがな

い

オンライ
ンを活用
する日本
語教育人
材がいな

い

財政面に
課題があ

る

発信側の
オンライ
ン環境の
設備等に
課題があ

る

学習者側
のオンラ
イン環境
に課題が

ある

その他（理由を記載ください。）

②行っていな
い

日本語教育機関との連携の必要性
についてもR5以降議論する予定。

②行うこと
を検討中

○

○ ○
②行っていな
い

連携して行なってはいないが、機構
(協会)主催の防災教室やオンライン
にほんごカフェに日本語学校の生徒
が参加している。

地方公共団体と日本語教育機関とが連
携し、防災教室を開催したり生活に関わ
るルールを学ぶ機会を持ち、そこに地域
住民も参加し地域内のつながりを強化す
る。

①行ってい
る

○
もっと勉強したいという学習
者のニーズに応えるため。

○
②行っていな
い

・現状の県事業においては、日本語
教育関係会議への参画の他には日
本語学校と連携した具体的な取組は
ないが、今後、連携の可能性を研究
していく。

（県の基本方針における日本語教育機
関に期待される取組等）
日本語教室の開設、オンラインによる講
座の開設、日本語能力検定対策を希望
する外国人県民等向けの講座の開催、
事業者向け日本語教育提供に関する情
報提供、事業者が実施する日本語教育
への教師の派遣・紹介

①行ってい
る

○ ○

宮城県国際化協会への
委託により対応してい

るため。

③将来的に
行う予定

日本語講座のカリキュラム策定等に関
し委託を行う可能性がある。

②行うこと
を検討中

○ ○ ○

①行っている
指導者養成講座開催において大学教
員に講師を依頼している。

日本語教育環境整備等に係る検討での
専門的立場からの意見

②行うこと
を検討中

○ ○

③将来的に
行う予定

山形大学と専門的人材育成のために連
携していく予定

専門的人材の育成に関する指導
③行ったこ
とはない

県が日本語教室を運営していないた
め

体制や財源も含め、検
討中。

①行っている
日本語教育機関と連携しながら、前述
の日本語学習支援者の養成・育成の講
座を実施している。

④行ってい
たが現在は
行っていな

い

　事業の組み換えがあり、現在
は、講座という形ではなく、地域
住民と外国人住民との交流を通
じて、日本語に触れ、学ぶ機会

を提供している。

○
②行っていな
い

大学や日本語学校の方に総合調整
会議の構成員として御協力いただ
き、地域日本語教育推進について協
議を行っていただいているが、具体
的な事業
実施にあたってはまだ連携していな
い。まずは在住外国人に身近な市町
村や地域日本語教室、企業との連携
強化を図っているため。

日本語教育機関との連携について、まだ
検討したことがないため、現時点では特
にない。

①行ってい
る

○

①行っている
総合調整会議（栃木県地域日本語教育
連携調整会議）のメンバーとして、意見
等をいただいている。

外国人の日本語教育に係る専門性を有
する観点から、自治体または地域国際化
協会が実施する施策への提案・助言。

③行ったこ
とはない

○

人材養成やスキ
ルアップのため
の事業を委託

○ ○ ○ ○ ①行っている 事業の委託
③行ったこ
とはない

県では日本語教室を開催していない

○ ①行っている
　総合調整会議において、（独）国際交
流基金 日本語国際センターからも体制
整備のための意見を聴取している。

③行ったこ
とはない

　外国人住民が日本語を学ぶ場であ
る日本語教室は、地域の実情を把握
している市町村が中心となって整備を
進めるものと考えており、県は、日本
語教室の運営を担う人材の育成研修
の実施や、教室の新設等を支援する
アドバイザーの派遣により、市町村や
地域のボランティア団体等の取組を
後押ししていく立場であると考えてい
るため。

○ ○ ○
①行って
いる

本県ではこれまでは市町村と地域日本
語教室を中心とした基本的な体制の整
備に注力しており、日本語教育機関との
連携は、有識者会議への大学教授の参
加や、個別の情報交換、日本語学習を
希望する外国人県民への教育機関の
紹介などにとどまっている。
今後は連携を進めるため、まず有識者
会議委員をより広範囲の機関から選定
し、県全体の日本語教育の水準向上の
ために情報を共有して協力を得る予定
である。

・「生活者としての外国人」への日本語教
育の研修受講や活動の経験を持つ日本
語教師の紹介
・「地域における日本語教育の在り方に
ついて（報告）」で示された基礎日本語教
育プログラムの編成・試行を県で行うこと
になった場合のカリキュラム作成への協
力や試行授業の実施。

①行っている ○
市町村等がオンライン形式
の日本語教室を開催する場
合のモデルとして示すため。

②行っていな
い

今年度の調整会議においても日本
語教育機関との連携について検討を
行っているが、どのような連携の方
法があるか等、より具体的な議論に
ついては、来年度進めていく予定で
あるため

日本語教育機関及び日本語教育機関で
活躍されている方々の専門的な知見・経
験

②行うこと
を検討中

○

○ ○ ①行っている
当県が開設した日本語講座について、
「講師派遣」という形で連携している。

地方公共団体が対応できない範囲での
・　地域における日本語教育への参画、
協力
・　外国籍県民等が参加しやすい体系的
な日本語講座等の提供　等

①行ってい
る

○ ○ ○

　内容について
は、令和5年度に
策定する日本語
教育の基本方針
踏まえ検討す
る。（現時点では
定まっていな
い。）

③将来的に
行う予定

　内容については、令和5年度に策定す
る日本語教育の基本方針踏まえ検討す
る。（現時点では定まっていない。）

③行ったこ
とはない

日本語教育事業そのものを未だ実施
していないため。

○ ○ ○ ○ ①行っている
地域日本語教育コーディネーターや、総
合調整会議委員への委嘱

②行うこと
を検討中

○ ○

③将来的に
行う予定

「在り方」に沿った日本語教育プログラ
ムを将来作成する際に、大学教員、日
本語学校教員にもアドバイザーとして参
加してもらい、専門家の立場からの意見
を聞きたいと考えている。

カリキュラムの作成やティームティーチン
グの経験が豊富な講師に、地域・教室内
で協力して、プログラムを作ることにアド
バイスをもらいたい。

②行うこと
を検討中

○ ○

○ ○ ①行っている 日本語支援者向け講座の講師依頼等
外国人学生と地域住民をつなげる働き
かけ

④行ってい
たが現在は
行っていな
い

ターゲットとなる外国人を雇用す
る企業のニーズを捉えきれな
かったため

○ ○ ①行っている 業務全般を委託

日本語教育の専門家である日本語教師
を多数抱えているので、生活者としての
外国人への日本語教育に対しても教師
を派遣するなど、積極的に協力してほし
い。

②行うこと
を検討中

○
言語保障的な意味での基礎
日本語教育を広域的に行う
手法の一つとして試行する
予定

○ ①行っている
日本語教育機関の校長に総合調整会
議の構成員を依頼(R3～）。

日本語教師の地域日本語教育への関与
①行ってい
る

○ ○

８．日本語教育に関係する連携等について

⑵　日本語教育機関との連携について
「地域における日本語教育の在り方について（報告）」においては、外国人の日本語能力向上を効果的に進めるため、今後、地方公共団
体が地域における日本語教育の体制整備を進めるために、日本語教育の専門性を有する日本語教育機関との連携を図る必要があると

されています。

現在、日本語教
育機関との連携
を行っています

か。

「雇用・活用の予定はな
い」を選択した場合、理
由を記載してください。

⑴　日本語教師の雇用・活用状況
いて（報告）」においては、地域における日本語教育の体制整備を進める上で、日本語教育の専門性を有する人材の確保が重要とされています。

「活用している（委嘱等）」  を選択した場合、どのように活用しているか選択してください。

その他（具体的
に記載くださ

い。）

貴都道府県・政令
指定都市で、オン
ラインによる日本
語教育を行ってい

ますか。

将来的に雇用・活
してください。※複

左記について依頼先の団体について選択してください

個人に対
して業務
依頼（謝
金支払の
ケース）

団体等に
対して業
務依頼

（委託・補
助等の
ケース）

その他（どのようなケー
ス化記載ください。）

「行っている」「行うことを検討中」と答えた団体に伺います。
オンラインによる日本語教育を行う（検討中）に至った理由や目的 を

選択してください。（複数回答可）

⑴　オンラインによる日本語教育について

９．日本語教育に関係する取組について

「行ったことはない」と答えた団体に伺います
その理由は何ですか。（複数回答可）

「行ったが現在は行っていない」
と答えた団体に伺います。その

理由は何ですか。

3 



策定してよかったと感じたことやその理由 課題・問題点 今後見直しを行う予定 策定時期 課題・問題点

⑵各地域の日本語教育に関する実態調査やニーズ調査について
⑵「策定済」と答えた団体に伺います。

策定してよかったと感じたことやその理由、策定に至るまでの課題・問題点、今後見直しを行う予定があれば、それ
ぞれお書きください。

⑶「令和４年度内の策定に向け準備中」、「令和５年度中の策定
に向け準備中」の団体に伺います。

策定予定時期や、策定中の課題・問題点があれば、それぞれお
書きください。

1. 域内の基本的な情報について 2. 域内の外国人の動向及び日本語学習ニーズについて 3. 日本語教育推進法第11条に基づく、地方公共団体における日本語教育に関する基本的な方針の策定状況について ４．日本語教育事業の実施体制について（地方公共団体、地域国際化協会がそれぞれ日本語教育事業を運営している場合は、それぞれについて

⑵域内の在留外国人
数（人）

域内の総
人口に占
める在留
外国人の
割合（％）

⑵都道府県・政令指
定都市におけるコー

ディネーターの配置に
ついて

⑴日本語教育に
関する基本的な
方針の策定状況

について

（策定済
の場合）
当該方針

名

（策定済の場合）
当該方針のURL

⑷　域内の日本語教育の体制づくりに関して課題とそれに対する対応策について、記載してください。

⑷「未定」、「策定予定なし」と答えた方に伺います。

⑴域内の総人口（人）

この地方公共団体における日本語教育に関する基本方
針の策定について、「地域における日本語教育の在り方
について（報告）」（令和４年１１月、文化審議会国語分科
会）では、以下のように、基本方針について様々な在り方

を例示した方向性が示されています。
このうち、どの方法であれば今後、基本方針を策定できる

可能性はあると考えられますか。

その他

また、策定における課題
があればお書きくださ

い。

貴都道府県・政令指
定都市で、日本語教
育に関する実態調
査やニーズ調査に

基づく日本語教育を
行っていますか。

「行っている」と答えた団体に伺います。

どのような調査を行ったのか、その結果、どのようなニーズがあったかお書きくださ
い。

21 岐阜県
外国人活躍・
共生社会推

進課
1,947,595

2022年
6月時点

61,022
2022年
6月時点

3.13% ①行っている

（１）令和元年に日本語教育実施計画を策定するため、市町村や企業、在住外国人
等を対象に日本語教育実態調査を実施。
○市町村や国際交流協会のニーズ
・日本語指導者やボランティアの育成が課題
・在住外国人のニーズ調査をどうやったらいいかわからない
・日本語教室運営費等の財政支援
○在住外国人のニーズ
・家から近いところや職場で日本語を学びたい
・インターネットで学習したい

（２）空白地域の市町村における外国人に対する日本語教室ニーズ調査を実施
　空白地域の市町村においては、普段から外国人とのつながりがなく、日本語教室
のニーズがないという一方で、一度もニーズ調査をしたことがなく、調査方法もわか
らないため、市町村支援の一環として、ニーズ調査を実施。
結果として、ニーズが高い市町村があり、設置に向けて検討いただくことにつながっ
た。

①策定済

岐阜県日
本語教育
の総合的
な体制づ
くり実施
計画

https://www.pref.gifu.lg.jp
/page/26439.html

・計画を策定することで、市町村や国際交流
協会等、関係者で目標を共有することができ
る。

令和3年2月に改訂済み ①配置している
空白地域の解消が 終的な目標であるが、市町村に日本語教育の重要性を理解いただくのに時間がかかること、また市町村のマンパ
にはつながらないが、引き続き空白地域市町村に働きかけるとともに、開設に必要な人材の育成、教材等のリソースの提供、教室立ち上
支援等を行っていく。

22 静岡県

くらし・環境部
県民生活局
多文化共生

課

3,571,445
R5年
2月時点

102,831
R4年
6月時点

2.88% ①行っている

　令和元年度に「静岡県における地域日本語教育実態調査」を実施。
　外国人県民のうち、日本語を学んでいる人に対して、「理想の地域日本語教室」
について質問したところ、「自分に合った時間帯に教室が開いている」が65.9％と
も多かった。日本語を学んでいない人に対して、日本語学習に対するニーズを聞い
たところ、「今、日本語を学びたい」が、42.9％、「将来は、日本語を学びたい」が
35.0％となっており、約８割の外国人が日本語学習を希望していた。

　生活全般に対するニーズ調査（「令和2年度多文化共生基礎調査」（外国人県民）
の県や市への要望）
「やさしい日本語」による情報提供等、言葉の壁の解消に向けた要望が上位を占め
る。
・災害時の多言語や「やさしい日本語」による情報提供（43.9％）
・役所等での多言語による情報提供や相談体制の充実（42.1％）
・外国人県民への日本語学習の支援（41.9％）
日本語教育に対する意見（「令和元年度静岡県における地域日本語教育実態調
査」（外国人県民調査）の回答による）
・忙しい人向けに、無料でオンラインコースがあればよい。
・無料の日本語教室を増やしてほしい。そして外国人の目に付くような場所に学校
を設置してほしい。
・日本人（日本語のみ話す）先生のクラスが希望。
・仕事場の近くに教室を作ってほしい。

①策定済

静岡県地
域日本語
教育推進
方針

https://www.pref.shizuok
a.jp/_res/projects/default
_project/_page_/001/015/
564/houshin_1.pdf

　本県における地域における日本語教育の意
義や基本方針が明文化されたことにより、方
針に基づき、各種施策を継続して実施しやすく
なったこと。

　県の方針に沿った地域日本語教室を急
速に全県に向けて拡大を図っているため、
既に取組を始めている市町の継続的な支
援が手薄になることが懸念される。

　上記方針に基づき施
策を実施する期間が、
令和２年度から令和６年
度までとなっているの
で、５年間の実施結果を
受けて、また、社会情勢
の変化を受けて、それ
以降の方針をどうする
か検討されると思われ
る。

①配置している

　多文化共生業務（地域日本語の推進業務を含む）は、各市町単独で多文化共生の業務を行っているところが少なく、他の業務と兼務し
め、地域日本語の教室の事業を実施すると市町の担当者に多大な業務負担がかかり、週末も日本語教室の実施により、休日出勤となっ
な状態を視察等で見た、他の地域日本語教室の未実施の自治体が、実施することをためらうことにつながっている。対応策としては、市
与の度合いを下げる方法を検討する。また、国としてマンパワー不足に悩む自治体が事業に取り組みやすい支援を希望する。

23 愛知県

県民文化局
県民生活部
社会活動推
進課多文化
共生推進

7,503,706
2022年
7月時点

280,912
2022年
6月時点

3.74% ①行っている

調査方法については以下のとおり。
①日本語教育実施機関実態調査：メール及び郵送によるアンケート調査　②外国
人県民ニーズ調査：調査用紙及びＷＥＢ回答フォームによるアンケート調査
調査結果は、日本語教育実態調査報告書（別冊参考資料）に記載。
（https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/chiikinihongo-kihonhoushin.html）

①策定済

愛知県地
域日本語
教育の推
進に関す
る基本的
な方針

https://www.pref.aichi.jp/
soshiki/tabunka/chiikiniho
ngo-kihonhoushin.html

日本語教育実施機関及び外国人県民に対す
る調査を実施し、県内の現状と課題を把握し
た上で、行政、国際交流協会、企業、日本語
教育機関、日本語教師養成機関、地域の日
本語教室運営団体、県民など地域日本語教
育に関わる様々な主体の役割を改めて整理
し、今後5年間の本県の基本方針及び施策の
方向性を定めました。これにより、2020年度に
設置した「あいち地域日本語教育推進セン
ター」における取組を、より効果的なものとし、
地域日本語教育に関する施策を総合的・体系
的に推進する体制が整ったことが、策定してよ
かったと感じられる点になります

予算の都合により、サンプル数の多い実
態調査が困難だった。

現時点ではなし。 ①配置している

（課題）日本語教育の取組があまり進んでいない市町村は、日本語教育を含め「多文化共生」に関するプランを策定していないところが多
ついて普及を行う必要がある。
（対応策）多文化共生プランや日本語教育の基本的な方針など、自治体の施策推進の柱となるプラン策定を促し、日本語教育の体制づ
本語教育担当者等に対して、地域日本語教育に関する情報提供や意見交換等を行う。
（課題）市町村、各団体等で行われている地域日本語教育及び人材育成の状況が把握できていない。
（対応策）情報収集に努めるとともに、各種事業を通して様々な関係者と連絡がとれる関係性をつくる。

24 三重県
ダイバーシ

ティ社会推進
課

1,715,068
2022年
12月時点

57,279
2022年
12月時点

3.34% ①行っている

調査：令和2年度三重県日本語教育実態調査
https://www.pref.mie.lg.jp/TOPICS/m0011500306.htm
ニーズ：　課題解決のためのコーディネーター人材への期待　日本語教育機関、高
等教育機関、日本語教室、企業、行政、国際交流協会等の連携体制等

①策定済

三重県日
本語教育
推進計画
～生活者
としての
外国人の
日本語習
得に向け
て～

https://www.pref.mie.lg.jp
/TOPICS/m0011500306.
htm

県として日本語教育施策に取り組むという姿
勢を見せることができる

実態調査の調査項目や設問の決定に時
間がかかった。
実態調査の時期が新型コロナの感染拡大
が始まった時期と重なったため困難があっ
た。

対象期間を令和３～５年
度に設定しているため、
終期には見直しを行う
予定

①配置している
厳しい財政状況の中で長期的、継続的な事業実施が困難となっている。
各主体が役割を果たせるように仕掛けていく必要がある。

25 滋賀県
総合企画部

国際課
1,413,935

2022年
12月時点

36,158
2022年
12月時点

2.56% ①行っている
令和3年度滋賀県地域日本語教育実態調査報告書のとおり。
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kurashi/kokusai/319833.html

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している
・行政職員のマンパワーの不足→委託による事業の実施
・ボランティア日本語教室との棲み分け
・継続的な予算措置

26 京都府 国際課 2,546,951
令和5年
1月時点

67,356
令和4年
12月時点

2.64% ①行っている

本府が令和元年度に府内に居住する外国人に対して行った調査において「日本語
が不自由なために、 近１年間で困ったこと」について聞いたところ、京都市域で
は、「役所の手続き」、「銀行・郵便局の手続き」、「日常生活や買い物」の順に多く、
南部地域では、「病気になったとき」、「仕事」、「役所の手続き」、北部地域では、「仕
事」、「日常生活や買い物」、「病気になったとき」という結果であった。

①策定済

地域にお
ける日本
語教育推
進プラン

http://www.pref.kyoto.jp/
kokusai/documents/tiikini
okerunihongokyouikusuisi
npran.pdf

当プランに基づき、日本語教育を推進してきた
ことで、市町村側での認識が広がったこと。

改定を希望する声も挙がっているが、他部
署を巻き込んだ施策の策定が困難である
こと。

未定 ①配置している

日本語教育や多文化共生を主業務として所管する部署がない市町村では、事業実施の必要性について理解を得るために多くの時間を
を活用して、「地域における日本語教育プラン」の策定趣旨や事業内容等について市町村等に周知し理解を得て、府内の関係機関・団体
行えるよう取り組んでいるところ。
また、日本語教育の推進において、より地域のニーズに応じた日本語教育事業を市町村が主体的に実施できるよう、令和５年度から市町
設。

27

大阪府

回答不可
3.6.8

教育庁市町
村教育室地
域教育振興

課
府民文化部
都市魅力創
造局国際課

8,801,261
令和3年
12月時点

246,157
令和3年
12月時点

2.80% ①行っている

【調査名】　令和３年度 大阪府識字・日本語教室活動状況調査
【調査対象】　府内各市町村が把握している識字・日本語教室（約200教室）
【調査方法】　学習者数、運営上の課題やニーズなどを尋ねるアンケートによる調
査
　地域の識字・日本語教室に在籍する学習者数は、前回調査の平成29年と比べ約
28.3％の減少となっている。コロナ禍によって教室の休止が相次ぎ、定期的・継続
的に日本語を学習する機会を失った在留外国人も多い。ＩＣＴ等を活用したオンライ
ン学習やオンライン教材の整備等が必要であるとともに、地域の識字・日本語教室
が安心かつ安全に学習者を受け入れられる環境づくりに向けて支援していく必要
がある。

①配置している

【課題】
　・市町村における事業予算の確保
　・市町村間・教室間の連携強化
　・安定的かつ継続的な日本語学習機会の提供
【対応策】
　・文化庁補助事業の活用
　・好事例等を共有するネットワークの構築（コーディネーターによる情報発信、交流の場の創出）
　・日本語教育人材の育成（市町村を支援しての実施を含む）

28 兵庫県
産業労働部
国際局国際

交流課
5,397,046

2023年
1月時点

111,940
2021年
1月時点

2.07% ①行っている

平成30年に県内のすべての市町と日本語教室を対象に、市町が外国人住民や日
本語教室の状況をどのように捉え、どう支援しているのかを把握するための基礎調
査を行った。その結果から、①：市町合併により広域にわたる市町では学習者の身
近な生活圏に日本語教室がない場合がある、②：ボランティアの負担が大きいとい
う課題が見つかり、これらを少しでも解消するために、令和元年度より国庫を活用し
た「兵庫県地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」を行っている。体制づ
くり事業では、県内を8つの地域に分け、順にその地域で一つの団体（市町或いは
国際交流協会）に委託し、2年間モデル事業を行っている。モデル事業を受託した
団体では、その地域でニーズ調査を行い、それに基づいた日本語講座を開講して
いる。これまで、商工会と連携、複数の事業所の協力で行った技能実習生を対象と
した初級講座や市教委の協力で実施したアンケートの結果をもとに外国につながる
子どもの保護者対象講座、日系ペルー人を主たる対象とした生活に役立つ文字を
学ぶ講座等を開講した。(令和４年度 「空白地域解消推進セミナー」にて報告）

①策定済

ひょうご多
文化共生
社会推進
指針

https://web.pref.hyogo.lg.j
p/sr13/tabunkakyousei.ht
ml

県の多文化共生や日本語教育に関する具体
的な施策を提示することにより、市町等関係
団体への推進や普及に貢献している点。

今後の施策の方向性等具体的な見通しが
指針には明らかにされていないこと

必要に応じて見直し予
定

①配置している

【行政（市町）への働きかけ】
・地域調整会議でモデル事業成果を共有、好事例のある市町への視察を勧めたりすることで、域内の他市町への波及を図っている。
・シンポジウムで国の動向や文化庁国庫補助を活用した「市町間接補助事業」を紹介することにより、自治体が責務として主体的に地域
を高めている。
・日本語教育学会の大会や支援者研修の中で、日本語教育関係者や学習支援者に向けて、体制づくり事業について広く知らせている。
【人材の拡充】下記５-（３）参照。
【散在地域への日本語教育】県内全域の外国人県民に幅広く日本語学習機会を提供できるよう、オンライン授業の充実を図っている。

29 奈良県
人権・地域教

育課
1,302,309

令和5年
2月時点

15,026
令和4年
6月時点

1.15% ①行っている

調査対象及び質問の概要
市町村・・・日本語教室開設状況、日本語教室の果たしている役割・期待する役割、
連携・交流状況等
国際交流団体・・・日本語教室開設状況、運営資金の確保、連携・交流状況等
地域日本語教室・日本語学校・・・運営の確保、学習者の国籍・地域と人数、学習者
の参加費、支援者について等
日本語教育機関・・・学生の国籍・地域と人数、教員の構成及び資格区分、行って
いる特色ある授業等
外国人を雇用している企業等・・・外国人材の雇用状況、外国人材の国籍・地域・人
数、採用方法、日本語能力等
全調査対象への質問項目
市町村・県・国等に求める施策、日本語学習に関する御提案・御意見
ニーズ
活動費用の補助、ネットワークの構築、指導者・ボランティアの育成等

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和5年度内
基本方針の及ぶ範囲
委員の選任

①配置している
指導者・ボランティア不足・・・研修会を開催し、指導者・ボランティアの発掘をする。
市町村の意識向上・・・市町村の担当者を対象にした研修会を開催し、意識向上を図る。
日本語教室開催地域の偏り・・・モデルとなるように空白地域での教室開催に向けた支援を行う。

30
和歌山

県

企画部企画
政策局国際

課
905,492

令和4年
6月時点

7,619
令和4年
6月時点

0.84%
③行ったことは
ない

⑥策定予定
なし

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

日本語教育の対象が、
外国人児童や留学生、
地域における日本語教
育と幅が広く、それぞれ
の担当課との役割分
担、調整が課題である。

①配置している 県内には、日本語教育空白地域が未だ存在しているため、ニーズの洗い出しや対応に向けた、関連機関との連携が必要である。

31 鳥取県

交流人口拡
大本部観光
交流局交流

推進課

541,775
令和5年
2月時点

4,970
令和4年
12月時点

0.92%
③行ったことは
ない

①策定済

記載ス
ペースが
限られる
ため、右
に記載

（当該指針名）鳥取県令
和新時代創生戦略、子育
て王国とっとり推進指針、
鳥取県人権施策基本方
針、鳥取県教育振興基本
計画、鳥取県の「教育に
関する大綱」、（当該方針
の掲載ＵＲＬ）
https://www.pref.tottori.lg
.jp/288951.htm
https://www.pref.tottori.lg
.jp/242181.htm
https://www.pref.tottori.lg
.jp/259940.htm
https://www.pref.tottori.lg
.jp/shinkoukihonkeikaku/
https://www.pref.tottori.lg
.jp/286306.htm

②今後、配置す
る予定

令和３年度に、（公財）鳥取県国際交流財団が有識者を交えた検討会を立ち上げ、これからの日本語教育体制について検討を行った。検
これまでの事業成果を活かしつつ、日本語教育推進体制の構築と持続を目標とした年次計画案を作成し、令和５年度から「鳥取県におけ
制整備事業（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業を活用予定）」を進めていく予定である。

32 島根県
環境生活部
文化国際課

666,331
R4年
1月時点

8,922
R4年
1月時点

1.34% ①行っている

令和元年度に外国人住民実態調査を実施し、外国人住民の日本語能力、日本語
学習の状況を調査した。
その結果、日本語学習を希望するものの、日本語教室の時間が合わない、近くに
日本語教室がない、日本語教室のレベルが合わない等の理由により、学習してい
ないことが分かった。

⑤未定

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

基本的な方針にどのよ
うな内容を盛り込むか
が課題

①配置している

日本語教室のない町村においても外国人住民の日本語学習ニーズがあること、日本語教室はボランティアの高齢化や後継者不足によ
れていることなどの課題が生じており、市町村と連携し、日本語教室の活性化と安定した運営の継続や、新たな日本語教室の体制づくり
なっている。
また、訪問型日本語教室やオンライン型日本語教室の開催により学習機会の拡大に取り組んできたが、今後は、外国人住民が「日本語
した言語使用者となるため、レベルに応じた学習を段階的に提供していくことが必要となっている。

33 岡山県
県民生活部

国際課
1,879,280

2022年
1月時点

31,520
2022年
6月時点

1.68% ②行う予定 ⑤未定

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している

・　日本語教育に携わる関係者間の人的なつながり・ネットワークが十分でなく、また、地域日本語教育推進の中核を担う地域人材が不
じめ、在住外国人への支援に当たり不可欠と考えられる、多岐にわたる様々な団体等が協働するための協力体制が構築できていないな
いる。
　　まずは、日本語教育の専門家による地域日本語教室や市町村等関係機関への聴き取り・訪問等を通じ、各地域との人的なつながり
もに、本県における日本語教育の現状や課題を改めて整理したうえで、課題解決に向けた対応策を検討することとしている。

34 広島県 国際課 2,755,003
2023年
1月時点

53,268
2023年
1月時点

1.93% ①行っている

　毎年，県内在住外国人を対象とした生活意識に関するアンケート調査を行ってお
り，日本語学習の意向について聞いている。
　その結果，多くが日本語学習意欲がある（日本語を勉強している又は勉強したい）
と答えており，日本語教育に高いニーズがあることがわかっている。
（令和３年度調査結果）
　日本語を勉強している又は勉強したい：94.2％（745人/791人）
　　うち，一人で勉強している：54.2%
　　　地域の日本語教室で勉強している：12.6%
　　　会社の人から教えてもらっている：12.3%
　　　勉強していないが機会があれば勉強したい：24.3%　　など

①策定済

地域日本
語教育の
総合的な
体制づくり
に向けた
広島県ア
クションプ
ラン

https://www.pref.hiroshi
ma.lg.jp/soshiki/38/chiiki
nihongokyouikuactionplan.
html

市町や国等で構成する「ひろしま多文化共生
連絡協議会」で計画を策定しており，年２回程
度開催している協議会を通じて，地域日本語
教室の事業主体となる市町ほか構成団体間
で取組内容や成果等を共有しながら事業展開
を図ることができる。

　令和６年度～令和８年
度を対象期間として，現
行プランを改定予定

①配置している

　一部の都市部を除き，根本的に地域日本語教育を担うボランティア等の人材が不足しているほか，長引く新型コロナウイルス感染症の
帰り，地域日本語教室に参加する外国人が減っていることや，相次ぐ教室の開催中止による支援者の教室離れといった状況が挙げられ
し，国から「地域日本語教育の総合的な推進体制づくり」補助事業の採択を受け（令和元年度～），市町，ひろしま国際センター（以下 HIC
の取組を行っている。
 
 
市町，ひろしま国際センター（以下 HIC）と連携して対応を進めている。，具体的には，，総合調整会議や総括コーディネーターの設置，空
室の開設や地域コミュニティー拠点としての地域日本語教室形成に向けた市町の取組支援（市町委託事業），ＨＩＣの市町のサポート体制
どの取組を行っている。

35 山口県
観光スポーツ
文化部国際

課
1,316,656

R4年
7月時点

16,734
R4年
6月時点

1.27% ①行っている

日本語学習に関する実態やニーズを把握し、今後の日本語教育の推進及び施策
立案に資するため、令和2年度、文化庁「地域日本語教育の総合的な体制づくり推
進事業」を活用し、県内に在住する外国人を対象としたwebアンケート調査を実施。
県全域に在住する外国人を対象として、Webアンケート（11言語による無記名選択
式）により、回答者の属性や日本語学習に関する経験・状況・ニーズ、日本語能力
等を調査した。
日本語を学んでいない人の約8割が日本語学習を希望しているが、「仕事が忙し
い、方法が分からない、教室の情報がない」ことが理由で学んでいない人が多く、
日本語学習に求める環境として、「時間的余裕、無料教室、教室と時間が合う、教
室が近くにある」との回答が上位であった。

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和5年度中

多文化共生の推進に係る指針と一体的に整
備する形を検討中。また、県単独の基本方
針ではなく、県と市町とが連携・協力して一
つの方針を策定する形を検討中

①配置している
課題：増加傾向にある外国人住民が県内の広い地域に散在する状況の中、地域日本語教室については、県内19市町のうち、8市町が教
地域となっており、一方で、教室が既に開設されている11市においても運営に必要な人材の不足が問題となっている。
対応策：市町への教室設立支援や人材養成講座を通じ、空白地域の解消、日本語教育人材の確保を促している。

36 徳島県
未来創生文

化部ダイバー
シティ推進課

705,368
令和4年
7月時点

6,641
令和4年
6月時点

0.94% ①行っている

・在住外国人を対象とした調査
日本語の学習方法、日本語教室への参加の有無、現在の日本語学習方法以外で
今後取り入れたい方法等について調査した。
日本語を学習している人の中では、自分でインターネットやスマートフォンアプリを
使用して学習している人の割合が も高く、独学で行う人が多い傾向にあった。現
在の方法以外の学習方法については、日本語教室で学習したいとの回答が も多
く、需要が高いことがわかった。

・県内の市町村、国際交流団体、事業所を対象とした調査
日本語教育に対する意識や日本語教室実施の状況、必要な支援等について調査
した。
日本語教室を実施している地域では、日本語学習支援者の高齢化・人材不足が課
題となっていることが明らかになった。
必要な支援については、日本語支援者の養成のほか、財政面での支援が求めら
れていることがわかった。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

①配置している

【課題】
・空白地域の解消
・日本語教育に携わる人材の確保
【対応策】
・日本語教育支援ボランティア養成講座の継続実施
・オンラインでの日本語支援の実施
・市町村を対象としたセミナーの開催

37 香川県
総務部知事
公室国際課

930,874
令和5年
2月時点

14,234
令4年
6月時点

1.53% ②行う予定
⑥策定予定
なし

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している

①空白地域の解消→文化庁の地域日本語教育スタートアッププログラムの活用を推奨
②地域日本語教室の学習支援に携わる人材不足→外国人との交流に興味がある方や日本語指導に関心のある方などを対象に、「日本
し、人材の確保につなげる。
③義務教育課程における外国籍児童生徒等の教育支援→日本語学習を必要とする児童生徒が、友達とのコミュニケーションや学習活動
日本語能力を身につけられるよう、体系的に日本語を学習する機会を提供するモデルとなる教室を設置する。（おやこにほんごくらぶモデ

※②、③については、「令和5年度地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」に申請中。

38 愛媛県

観光スポーツ
文化部観光
交流局観光

国際課

1,310,129
R4年
6月時点

13,064
R4年
6月時点

1.00% ①行っている

・大学、専門家等の協力のもと、外国人住民、市町、市町国際交流協会、高等教育
機関、日本語教育機関、日本語教室、外国人雇用企業等に対してアンケート及びヒ
アリングを実施。
・本県では地域日本語教育の予算不足と人材不足という背景があり、地域日本語
教育の役割分担が明確ではないこと、それに伴い、協力体制が整備されていなこと
が改めて浮き彫りとなった。
・県内の高等教育機関、日本語教育機関において、現在、日本語教師養成課程は
なく、専任、常勤の配置がない機関が6割以上となるなど、特に人材不足が喫緊の
課題となっているため、人材の育成・養成に対するニーズが高い。

②令和４年
度内の策定
に向けて準
備中

令和5年3月
地域日本語教育の実態調査や有識者会議
における専門的見地を踏まえ今年度中に策
定予定。

①配置している

・実態調査で明らかとなった課題は以下のとおり。
〇協力体制が整備されていない
〇役割分担が明確ではない
〇人材確保の困難
・課題解決のため以下のことに取り組む。
〇地域日本語教育の連携・協力体制をつくる（有識者会議の設置、コーディネーターの配置、日本語教育関係者等との連絡会議の開催
〇地域日本語教育に関わる人を増やす（市町への意識啓発、日本語教育人材に対する研修　等）
〇多様なニーズに対応する日本語学習機会をつくる（オンラインを含めた地域日本語教室の実施、日本語教育に関する広報等）

39 高知県
文化生活ス

ポーツ部国際
交流課

677,450
2022年
7月1日時
点

5,038
R3年
6月時点

0.74% ①行っている

○令和４年度高知県地域日本語教育実態調査の実施
対象：　県内在住の技能実習生等の在住外国人、技能実習生等を雇用する事業
者、各市町村を対象に、日本語教育や生活支援等に関わるニーズ等に
　　　　 ついてアンケート形式の調査を実施。（調査期間：令和４年６月17日～7月15
日）
結果概要：（１）従業員の日本語力が求めるレベルに達していないと回答した事業
所が約半数あるが、学習支援を行っている事業所は少数
　　　　　　 （２）在住外国人の学習意欲はあるが、学習の機会が不足
　　　　　　 （３）大多数の事業者及び在住外国人に、地域の日本語教室は認知され
ていない
　　　　　　 （４）教室開設を検討している市町村は少数

①策定済

高知県に
おける日
本語教育
の推進に
関する基
本的な方
針

https://www.pref.kochi.lg.
jp/soshiki/140201/20220
40400228.html

・外国人材確保に向けた戦略と連携した、県
庁内各部局での連携による取組が推進できる
こと
・市町村に対し教室開設等の呼びかけを行う
際の根拠となること

・取組の進捗管理について、数値目標の
設定が難しい取組があること
・域内の日本語教育に係る人材や、技術
的ノウハウ等が不足していること

・令和７年度末に到達度
の振り返り等を実施し、
取組項目等の見直しを
行う予定

①配置している
・市町村ごとのより詳細なニーズの把握と、ニーズに応じた日本語教室開設支援
・外国人雇用事業所への日本語教室の周知や事業所と連携した日本語教育支援の取組

40 福岡県
企画・地域振
興部国際局
国際政策課

5,116,676
R4年
6月時点

85,065
R4年
6月時点

1.66% ①行っている

（調査内容について）
　令和2年2～3月に、外国人の生活や就労等に係る現状及び課題を把握し、県内
における外国人の受入環境の整備につなげるため、外国人や事業所を対象とした
アンケート調査を行った。

（ニーズについて）
　同アンケートにて、「現在の勉強法以外で、どのような方法で日本語を学びたい
か」聞いたところ、「日本語教室で」と回答した割合が も高かった。また、「現在、日
本語教室に通っているか」という設問に、「通いたいが通っていない」と回答した人
に、その理由を尋ねたところ、「自分が希望する時間や曜日に開いている日本語教
室がない」「日本語教室がどこにあるか知らない」等の回答があった。

⑤未定

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している
　今後、さらに増加が見込まれる外国人への日本語教育に対応するためには、行政の補助金やボランティアの熱意と使命感のみに頼る
を安定的に運営していくためのモデルを構築することが重要と考えている。県では、教室運営に係る費用を一定程度事業者が負担する
事業者等の地域の関係者が、持続可能な形で地域の日本語教育を実施できるモデルを構築することを目的として、「日本語教育環境整
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21 岐阜県

22 静岡県

23 愛知県

24 三重県

25 滋賀県

26 京都府

27

大阪府

回答不可
3.6.8

28 兵庫県

29 奈良県

30
和歌山

県

31 鳥取県

32 島根県

33 岡山県

34 広島県

35 山口県

36 徳島県

37 香川県

38 愛媛県

39 高知県

40 福岡県

域内の空白地域解
消に向けた取組の
促進を行っています

か。

「行っている」「将来的に行う予定」を選択した場合、内容を
記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理由を記載
してください。

⑴地域における日本語教育に携わる人材のうち，どのような人材が
特に求められていますか。※複数選択可

左記でその他を選んだ方
は具体的な人材を記載し

てください。

「地域における日本語教育の在り方につい

（その他の場合）
内容

指標となっている項目

コーディ
ネーターと

して

日本語教
師（指導
者）として

会議等の
委員とし

て

事業アド
バイザー

として

⑴　城内の空白地域解消に向けた取組

5. 地域の日本語教育に携わる人材に対する支援等について ６．日本語教育に関する事業の評価について

現在、日本語の専門性を
有する人材を雇用、活用
（委嘱等）していますか。

７．都道府県の空白地域解消に向けた取組の促進について

事業評価を
行っています

か。

事業評価を
行っていると回
答した団体に

ついて、どのよ
うな観点で行っ
ていますか。

（複数年に
１回の場

合）
期間

「雇用している」「活用している（委嘱等）」「将
用する予定」を選択した場合、内容を選択し

数回答可
地域づくり
や多文化

共生に関す
る専門性を
有する者

把握してい
ない

その他

域内の司
令塔となる
コーディ
ネーター

（総括コー
ディネー

ター）

地域日本
語教育コー

ディネー
ター

施策等に
助言を行う
外部有識

者

日本語教
師

日本語学
習支援者

⑵地域における日本語教育に携わる人材に関して、都道府県と市区町村でどのような役割分担で育成や育
成のための支援が行われていますか。

⑶　域内の日本語教育に携わる人材やその育成に関する課題及びその対応策について、記載して
ください。

○ ○ ○ ○ ○
・県では、日本語教室を立ち上げ、運営できる人材（地域日本語教育コーディネーター）と、日本語教育の専門
的な知識をもった人材（日本語指導者）及び日本語学習支援者を育成している。
・市町村において学習支援者向けの研修を実施する場合は、その事業費に対し財政支援を行っている。

・空白地域における日本語教育人材の発掘、継続的に運営できる財政基盤の確保が課題。
①行ってい
る

①年度ごと
・地域日本語教室数　R6までに56教室
・日本語教育人材数(日本語教育人材バン
ク登録者数)　R6までに90人

①行っている

・空白地域の市町村に対し、日本語教育の重要性を説明
し、日本語教室の開設に向けた働きかけを行った。また、
空白地域の在住外国人に対し日本語教室ニーズ調査を実
施し、市町村へ提供した。

活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○ ○ 母語支援
者

　地域日本語教室では、できるだけ市町において、学習支援者となるボランティアの養成を行い、県はモデル
市町における対話交流型の初期日本語教室で活躍してもらうための人材（日本語指導者、学習支援者、日本
語能力判定者など）の養成を行っている。
　また、県では、地域日本語教室で活躍してもらうための人材（日本語指導者、母語支援者、学習支援者）を
把握し、市町・登録者の相互に情報提供をする人材情報バンクを令和３年度に立ち上げ、登録を開始し、現在
までに延べ170人を超える人材の登録が進んだ。県は、これらの人材を市町からの要請を受けて地域日本語
教室を開催する市町に対し、紹介をしている。

　対話交流型の初期日本語教室に取り組んだ市町が、継続的に教室活動を続けられるように、日
本語指導者等の継続的な育成に取り組む必要がある。
　上記人材バンクについては、県の賀茂地域の登録者が現在までいない。継続的に募集を続け
る。

①行ってい
る

①年度ごと ①行っている

　空白地域の市町に対して、文化庁のＩＣＴ教材の「つなひ
ろ」の紹介や市町の課題等の相談にのっている。
　次年度以降は、空白地域の自治体でＩＣＴ教材等を活用
し、モデル的にオンライン授業ができないか検討。また、そ
の授業に関連して、市町は、地域住民等の参加、協力を働
きかけてもらい、外国人住民の日本語の自律学習を支えつ
つ、多文化共生の推進に寄与する取組の具現化を検討す
る。

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○

○ ○ ○

・市町村単独での人材育成が困難であることも多いので、県では、「初期日本語教育指導者養成講座」を県内
市町村と連携のうえモデル事業として実施している。また、指導者マニュアル等を整備し、市町村で実施でき
る体制を支援している。
・過年度に実施した市町村の「初期日本語教育指導者養成講座」の受講生を対象に「フォローアップ講座」も
開催し、継続した支援ができるよう努めている。
・県国際交流協会では、「日本語指導員育成事業」として日本語教室のボランティア育成及び「ボランティアス
キルアップ講座」を県内市町村と連携のうえ継続事業として毎年度実施しており、市町村の人材育成を支援し
ている。

（課題）域内で行われている人材育成の把握ができていない
（対応策）情報の集約と整理を行う必要がある。
（課題）人材の層別（コーディネーター、学習支援者等）の育成ができていない
（対応策）地域日本語教育の体制（人材）の在り方を検討するとともに、体系的な育成を検討する必
要がある。

①行ってい
る

①年度ごと 無し ①行っている

日本語教室の設置を検討している市町村には、県の「地域
日本語教育コーディネーター派遣事業」を活用して、必要な
アドバイスを行っている。また、地域日本語教育の総合的
体制づくり推進事業の補助金を財源とした「愛知県地域日
本語教育推進補助金」において、域内の市町村の日本語
教育の推進に対して財政的な支援を行っている。

雇用している ○

○ ○ ○ 県：　地域日本語教育の体制や環境の整備を担うコーディネーター人材の育成（支援）
市町：　日本語教室のボランティア育成（支援）

日本語教室の意義や活動目的と、実際に行われている学習内容や使用教材との間にズレが生じて
いることがよくあるため、その解消が必要である。

①行ってい
る

①年度ごと
日本語教育の推進に関する基本的な方針
を策定した市町数

①行っている 間接補助金を活用した実態調査等
活用している（委嘱
等）

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 日本語教育を担当する行
政職員

・特に役割分担は決まっていない。
・日本語教育を担当する職員・部署が配置されていない自治体が多い。
・地域日本語教育コーディネーター、日本語教師、日本語学習支援者の人材不足。

②行ってい
ない

②行っていな
い

県内各地に日本語教室が既に存在している
ため。

活用している（委嘱
等）

○

○ ○ ○ ○ ○ ○
令和４年度までは、市町村は管内の日本語教室のニーズを把握し、運営継続に必要な支援を行い、府は各地
域で必要となる学習支援者等の人材確保・資質向上のための支援や、日本語教育の推進に取り組む市町村
や教室への財政的支援について取り組んでいる。

日本語教室で活動する学習支援者のほとんどがボランティアであり、教室によっては、学習を希望
する外国人が増加する一方でボランティアの数が足りず、十分な人数を確保できていないところも
少なくなく、ボランティアの高齢化等も課題となっており、学習支援者の養成講座やスキルアップ研
修の実施により、学習支援者の確保と資質向上に取り組んでいるところ。反対に、ボランティアの活
動人数に対し学習者が少ない教室もある等、地域によって状況が様々のため、令和５年度からは、
既存の教室での人材育成については、市町村がより地域のニーズに応じた日本語教育推進事業を
主体的に実施できるよう間接補助制度を創設。
また、地域日本語教育コーディネーターとも連携して地域の人材確保・育成についてのニーズの把
握や新たな日本語教室の立ち上げを行い、必要な支援の実施を行っているところ。

①行ってい
る

①年度ごと
府内日本語教室の数を2023年までに32箇
所設置 ①行っている

空白地域における日本語教室の新規開設に係る人材育成
（養成講座）

活用している（委嘱
等） ○ ○

○ ○

【大阪府】
　文化庁補助事業を活用し、市町村が実施する日本語教育に係る取組に対し、支援を行う。
　府と市町村で連携・協力し、学習支援者の育成研修を行う。
【市町村】
　日本語教育を実施するうえで、直接、学習支援者の募集・登用等を行っている。

【課題】
　・地域日本語教育コーディネーターの固定化
　・学習支援者の固定化、高齢化
　・日本語教育人材に係る研修ニーズの多様化
【対応策】
　文化庁補助事業を活用し、市町村が実施する日本語教育に係る取組に対し、支援を行う。

①行っている
　総括コーディネーターが空白地域を訪問し、ニーズ等のヒ
アリングを実施。

○ ○ ○ ○ ○ ○

現時点では明確な役割分担は行っていない。
・兵庫県国際交流協会では、人材育成のために以下の研修を行っている。
①市町・国際交流協会職員対象　日本語教室担当者のための基礎講座（コーディネーター研修）　（全３回・対
面）
②生活者としての外国人成人への学習支援ボランティア対象研修（全５回・オンライン）
③外国につながる子どもへの日本語・学習支援を考える研修会（オンライン）
④日本語教師対象研修（オンライン）
⑤日本語学習支援者のためのICT活用研修　（全6回・オンライン）
・市町や市町国際交流協会では、既存教室の学習支援者を対象としたブラッシュアップ研修や、新規支援者
養成のための研修を定期的に行っているところもあり、兵庫県国際交流協会は、その内容等に応じて講師を
紹介するなどの点で協力している。

課題：有資格の日本語教師の多くは、日本語学校や大学等の職場に近い阪神地域に居住してい
る。そのため、その他の広範な地域において日本語教師が不足しており、特に、地域日本語教育
コーディネーターの配置が困難である。
対応策：地域日本語教育コーディネーターには、①日本語教育カリキュラムの作成などを担当する
力と、②教室運営や域内での連携やネットワーキングを構築する力の両方が求められる。当協会
が実施しているコーディネーター研修は、市町・国際交流協会職員を対象にし、②の力量形成を目
的としている。①については、モデル事業において日本語教師が地域のニーズに対応した日本語
講座をデザインし授業を担当する機会を創出することで、OJTでの教師育成を行っている。日本語
教師と行政担当者が互いに専門性を活かし補完する形で①②を備えることが課題解決の一つの方
策と考える。

①行ってい
る

①年度ごと

協会事業体系の「多文化共生社会の実現」
という大項目に照らし、必要性があるかとい
う観点で、継続の是非について毎年評価を
行っている。

②行っていな
い

平成２７年に空白地域を解消したため

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 県が委託している事業者が市町村の日本語教育担当者に対して、日本語教室開設に向けた支援を行う中で
人材育成を行っている。

課題・・・人材確保、高齢化、指導力向上
対応策・・・「生活Can do」を用いた「生活」に関する日本語教育プログラムを開発・活用することによ
り、指導する際の不安感を払拭し、指導者の人数増を目指すとともに指導歴に関わらず一定程度の
指導ができるようにする。

③将来的に
行う予定

①行っている

実施した調査を基に、支援を希望している団体に講師派遣
や教室開催に向けたアドバイスを行っている。
市町村の日本語教育担当者を対象に先進地の事例を紹介
し、教室開催に向けた意識向上を図っている。

活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○ 人材育成のための支援等なし。
日本語教師や学習支援者の高齢化により、日本語教育に携わる人材が減少している。
人材育成に係る研修費用の財源確保や業務負担が課題である。
対応策としては、ボランティアを募り人材確保に努めている。

②行ってい
ない

①行っている

令和４年度から、和歌山県国際交流センター（県指定管理）
により、和歌山市周辺の海南市・有田市で日本語教育ボラ
ンティアによる日本語教室を開催し、学習機会の拡充に取
り組んでいる。

雇用している ○

○ ○ ○ ○ ○
これまでは、県が（公財）鳥取県国際交流財団への補助を通じて地域の日本語教育支援者を養成する講座を
実施するなど、全県的に人材育成を行ってきたが、令和５年度からは「鳥取県における地域日本語教育推進
体制整備事業（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業を活用予定）」により、県、市町村、財団、支
援人材等それぞれの役割を明確にしながら育成を図っていく。

これまで地域の日本語学習を担ってきたボランティアの高齢化もあり、新たな人材育成は急務と考
えている。また、外国にルーツを持つ児童生徒の日本語支援のニーズも増えてきており、教育委員
会等と連携しながらその処遇も含めて、人材育成とともに支援者のネットワークづくりに着手してい
るところである。

③将来的に
行う予定

①行っている

オンラインでの日本語クラスを行っている。令和５年度よ
り、意欲のある市町村との連携、効果的なプログラムの検
討について、「鳥取県における地域日本語教育推進体制整
備事業（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業を
活用予定）」において実施していく予定である。

活用している（委嘱
等）

○

○ ○ ○
県では、地域の日本語教室に通えない外国人住民のための訪問型日本語教室で活動するボランティアを育
成し、市町村では、既存の日本語教室で活動するボランティアの育成を行っている。

市町村単位では、コーディネーターや日本語教師の配置が難しく、ボランティアの育成ができないこ
とから、しまね国際センターに配置した地域日本語教育コーディネーターを、市町村からの要請に応
じて講師派遣し、ボランティアの育成を支援している。

①行ってい
る

①年度ごと 訪問型日本語教室利用者数
③将来的に行
う予定

令和５年度より、地域の日本語教室の維持・活性化や新た
な日本語教育の体制づくりを推進する市町村を支援する事
業を実施予定

活用している（委嘱
等） ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

・明確な役割分担は設けていないが、県では、県国際交流協会に委託し、日本語ボランティアを対象としたス
キルアップ研修ややさしい日本語研修を実施しているほか、県国際交流センター内に日本語学習者及び指導
者向けの教材、参考書などを揃えたリソースコーナーを設け、閲覧や貸出のサービスを提供するなど、日本語
学習支援者の指導力等の向上に努めている。
　開催等に当たっては、市町村に対し、その都度、情報提供し、広報や各教室等への周知について協力いた
だいている。

・その他、市町村に対し、県地域国際化推進団体連絡協議会等の場を活用して、日本語教育についての情報
提供や情報共有に努めている。

・人材の不足や高齢化、学習者のニーズの多様化に対応できていない、オンラインのスキル・環境
がないなど、様々な課題を抱えていると認識している。
　課題解決のため、現在、上記（2）に記載の取組を実施しているが、今後の取組については、本県
における日本語教育の現状や課題を改めて整理したうえで検討することとしている。

②行ってい
ない

①行っている
・日本語教室を新規に開設する団体等及び、既存の日本
語教室で質的向上や充実を図る団体等に対して支援を行
う制度を設けている。

活用している（委嘱
等） ○

○ ○ ○

　地域日本語教室の運営主体は市町としており，県は，JICA研修員や留学生，地域に在住する外国人に対す
る日本語教育の実績があり，日本語講師チーム（４名在籍）を有する（公財）ひろしま国際センター研修部に配
置する総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター（日本語講師）を，市町のニーズに応じて
市町に派遣し，新規教室開設の助言や日本語学習支援者講習会，住民の意識啓発講座等の講師を務める
などの支援体制を構築している。

　地域日本語教育コーディネーターについては，特に市町単位では根本的に確保が困難であり，
（公財）ひろしま国際センター研修部の日本語講師を地域日本語教育コーディネーター候補者とし
て，一定期間育成を図ることで正規の地域日本語教育コーディネーターとして市町に派遣するなど
の支援体制を構築することとしている。人材育成の内容としては，研修部で実施しているJICA研修
生や留学生等の日本語教育を担当するほか，地域の日本語教室（呉市・ひまわり教室）を定期的に
訪問し，教室参加者との信頼関係を構築するといったOJTを中心とした内容としている。
　また，日本語学習支援者については，教室立ち上げに向けた地域日本語教育の意義や役割への
理解講座や，直接外国人住民の意見を聴くなどの講座を開催しているほか，立ち上げ後の悩み相
談といったフォローアップのほか，「やさしい日本語講座」などの人材確保のための住民の意識啓発
を実施している。

①行ってい
る

③その他
（内容を記
載してくださ
い。）

第４四半期ごとの事業進捗
状況

県内の日本語教育空白地域31地域（広島
市を除く）の解消（R7年度まで） ①行っている

県から市町へ公募をかけ，新規教室開設の希望のあった
市町に対し，対象地域における日本語学習支援者の確保
や，教室立ち上げに向けた地域日本語教育の意義や役割
への理解講座や，直接外国人住民の意見を聴くなどの講
座を開催するなどの立ち上げ支援，及び，立ち上げ後の悩
み相談といったフォローアップを実施している。

活用している（委嘱
等） ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
　人材育成の取組は、県が「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」を活用し広域的あるいは各地
域での講座を実施している他、一部の市町については、人材育成支援の為の講座が行われている地域もあ
る。

　日本語教室の新規設立に伴う需要増加や、運営人員不足の解消に向けた人材養成講座、また、
教室間交流の機会提供によるボランティアの教育・運営手法のブラッシュアップを図るなど、数・質
の両面から拡充に向けた支援を行っている。

①行ってい
る

③その他
（内容を記
載してくださ
い。）

県の総合戦略（R2～R6）に
おいてKPIを設定

日本語教育実施市町数（目標：13市町） ①行っている

空白地域における地域日本語教室を、市町と連携して試験
的に実施し、当該地域の外国人住民へ日本語指導を行うと
同時に、教室運営に係るノウハウの蓄積や人材の育成を
図ることで、市域日本語教室の設立を支援する。

雇用している ○

○ ○ ○ 県にて日本語学習支援者養成のための講座を毎年開催しているが、県と市町村の明確な役割分担ができて
いない。

本県では、日本語教育支援ボランティア養成講座を開講しているが、講座受講者は多くても受講後
に日本語学習支援者になる人数が少ないという課題があった。そこで、地域の日本語教室と連携
し、講座の一環としてカリキュラムの中に実地研修を組み込み、実際に地域で行われている日本語
教室で日本語支援を体験してもらったところ、受講者の日本語学習支援者に対するハードルを下げ
ることができ、結果として受講者の多くが現在その地域の日本語教室で日本語教育支援者となり活
動している。

①行ってい
る

①年度ごと
・日本語教室参加者数
・日本語支援ボランティア養成講座受講者
数　等

①行っている

・市町村を対象としたセミナーにおいて、地域の日本語教
育の重要性を示し、市町村主体の日本語教室開催を促進
・オンライン日本語教室の開催、ＩＣＴ教材の作成により、空
白地域に住む外国人の学習機会を創出

雇用・活用の予定
はない

○ ○ ○ ○ ○

・現状、日本語教育に関する取り組みに関し、県と市町の連携・役割分担は行われていない。
[県]
・来年度「令和5年度地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」（申請中）で設置予定の総合調整会議
において、県が市町を含む関係機関と協議し、必要な支援等を検討する。
[地域国際化協会]
・日本語ボランティア養成講座（市町等と共催）の開催　・大学等からの日本語教育実習生の受入　・日本語学
習者支援事業等に対する助成　・日本語指導ボランティア登録者への日本語教育関連の研修会の案内　・日
本語教育指導者を対象にした勉強会の開催

[県]
・地域日本語教室に携わる人材の固定化、人材不足→来年度、「令和5年度地域日本語教育の総
合的な体制づくり推進事業」（申請中）にて実施を計画している、「日本語指導者開拓講座」を開催
し、人材の裾野を広げる。また、総合調整会議において今まで日本語教育人材としてアプローチで
きていなかった層への働きかけなど（例：教育委員会と連携し、退職教員に対し、地域日本語教室
運営への協力を求める等）を検討する。
[地域国際化協会]
・日本語教師の世代交代に備えての準備→日本語講座の講師として、若い世代を雇用し、実習等
を通じて育成
・日本語ボランティアの数の減少及び高齢化→日本語指導ボランティア登録者への地域日本語教
室への参加推奨

①行ってい
る(地域国
際化協会)

②行ってい
ない(県)

①年度ごと 受講者数/参加者数 ①行っている
・市町との連絡調整会議等で、文化庁の実施する地域日本
語教育スタートアッププログラムの活用を推奨している。

地域国際化協会：
雇用している

県：将来的に雇用・
活用する予定

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 県が市町や国際交流協会等と連携して、スキルアップ研修やセミナー等を行うことにより地域で日本語教育を
推進する人材を養成することとしている。

地域日本語教育に携わる人材を増やしていくことが必要であるため、日本語教育人材のスキルアッ
プや人材の掘り起こしが課題。また地理的理由からオンラインによる日本語教育を実践できる人材
の養成も急務。
研修会を実施するとともに、地域日本語教室等において補助的な講師としてOJT研修をすること等
により人材を育成。

③将来的に
行う予定

①年度ごと
・県内実態調査における日本語教育実施主
体等の抱える課題等の把握と連携関係の
構築

③将来的に行
う予定

・空白地域における、ICTを活用した日本語教室の開催
活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○ ○
県：　総括コーディネーターの配置、市町村での教室開設支援、教室開設後のフォローアップ、継続的なボラン
ティア育成　等
市町村：　日本語教室開設の支援・運営、ボランティア等との連携・サポート、外国人や事業者等への周知

　【課題】
・県内の日本語教育人材（有資格者等）の不足
・県民、在住外国人の、日本語教育推進に関する認知度の不足
【対応策】
・ボランティア養成講座の回数及び開催地の増
・SNS、インターネット等を活用した周知や、事業者等を通じた周知の促進

①行ってい
る

①年度ごと
「高知県における日本語教育の推進に関す
る基本的な方針」内の実施計画に定めた各
指標

①行っている

・在住外国人が100人超の市町村における日本語教室開
設に向けた支援（ニーズ調査への協力、ボランティア養成
講座の実施、開設後の技術的支援等）
・オンラインによる日本語教室の開講及びオンデマンド動画
教材の作成（(公財)高知県国際交流協会への補助事業で
実施）

雇用している

活用している（委嘱
等）

○

○ ○ ○ ○ ○ 明確な役割分担はないものの、現時点では市町村がボランティア人材の発掘を行い、県では、ボランティア人
材のスキルアップ等を実施している。

地域の日本語教育に携わる人材やその育成については、県と市町村での役割を整理した上で、よ
り具体的な課題抽出が必要。
その上で効果的な対応策を検討する。

①行ってい
る

①年度ごと
市町村、企業等の地域が連携し運営する日
本語教室数 ①行っている

活用している（委嘱
等）

○ ○
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21 岐阜県

22 静岡県

23 愛知県

24 三重県

25 滋賀県

26 京都府

27

大阪府

回答不可
3.6.8

28 兵庫県

29 奈良県

30
和歌山

県

31 鳥取県

32 島根県

33 岡山県

34 広島県

35 山口県

36 徳島県

37 香川県

38 愛媛県

39 高知県

40 福岡県

日本語学
校（法務
省告示、
それ以外
の双方を
含む。）

大学 財団法人 株式会社 NPO法人 任意団体
その他（どのよう
な団体か記載し

てください）

「行っている」「将来的に行う予定」を選
択した場合、内容を記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理
由を記載してください。

地方公共団体と日本語教育機関との連
携において、日本語教育機関に期待す

ることがあれば記載してください。

新型コロナ
ウイルスの
流行によっ
て、対面で
の教室の開
催が難しい
状況となっ

たため

対面よりも
時間や場所
を選ばず学
習ができる

ため

空白地域の
解消のため

その他（理由を記載してくだ
さい）

オンライ
ンによる
日本語教
育のノウ
ハウがな

い

オンライ
ンを活用
する日本
語教育人
材がいな

い

財政面に
課題があ

る

発信側の
オンライ
ン環境の
設備等に
課題があ

る

学習者側
のオンラ
イン環境
に課題が

ある

その他（理由を記載ください。）

８．日本語教育に関係する連携等について

⑵　日本語教育機関との連携について
「地域における日本語教育の在り方について（報告）」においては、外国人の日本語能力向上を効果的に進めるため、今後、地方公共団
体が地域における日本語教育の体制整備を進めるために、日本語教育の専門性を有する日本語教育機関との連携を図る必要があると

されています。

現在、日本語教
育機関との連携
を行っています

か。

「雇用・活用の予定はな
い」を選択した場合、理
由を記載してください。

⑴　日本語教師の雇用・活用状況
いて（報告）」においては、地域における日本語教育の体制整備を進める上で、日本語教育の専門性を有する人材の確保が重要とされています。

「活用している（委嘱等）」  を選択した場合、どのように活用しているか選択してください。

その他（具体的
に記載くださ

い。）

貴都道府県・政令
指定都市で、オン
ラインによる日本
語教育を行ってい

ますか。

将来的に雇用・活
してください。※複

左記について依頼先の団体について選択してください

個人に対
して業務
依頼（謝
金支払の
ケース）

団体等に
対して業
務依頼

（委託・補
助等の
ケース）

その他（どのようなケー
ス化記載ください。）

「行っている」「行うことを検討中」と答えた団体に伺います。
オンラインによる日本語教育を行う（検討中）に至った理由や目的 を

選択してください。（複数回答可）

⑴　オンラインによる日本語教育について

９．日本語教育に関係する取組について

「行ったことはない」と答えた団体に伺います
その理由は何ですか。（複数回答可）

「行ったが現在は行っていない」
と答えた団体に伺います。その

理由は何ですか。

○ ①行っている
令和2～4年度は、企業と連携した日本
語教室の運営を委託。

県内では、まだまだ専門知識をもった日
本語指導者が不足しているため、日本語
教育機関に所属する日本語教師には、
積極的に地域の日本語教育にかかわっ
ていただけるとありがたい。

②行うこと
を検討中

○ ○

○ ①行っている

・「地域日本語教育人材情報バンク」に
ついて、日本語教師養成講座を開設し
ている日本語学校において、受講生及
び修了生へ周知してもらい、登録者募
集に協力してもらっている。
・地域日本語教育総括コーディネーター
が、日本語学校を訪問して、日本語教
師養成講座の中で地域日本語教育体
制構築事業を紹介している。

　新たに日本語教育機関との連携、活用
を進める場合、その経費は、国が負担す
ることを期待する。

②行うこと
を検討中

○

①行っている
日本語教育に関する会議への委員の
委嘱

日本語指導のノウハウの共有、人材育
成のための取組の連携

②行うこと
を検討中

ほとんど日本語が分からな
い外国人県民に対して地域
差なく日本語教育の機会を
提供し、安心して暮らし活躍
できる地域づくりを推進する
必要があるため。（令和５年
度からオンラインによる日本
語教育を行う）

○ ①行っている
総合調整会議への参画を要請し、地域
日本語教育に関する課題を共有してい
る。

④行ってい
たが現在は
行っていな
い

他者へのノウハウ提供のため、
モデル事業として実施した

○ ○ ①行っている
地域日本語教育の総合的な体制づくり
推進事業の業務委託

専門性を生かした助言や日本語教育事
業の実施。

③行ったこ
とはない

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ①行っている
総合調整会議における有識者として参
画いただき、連携をはかっている他、人
材育成研修の講師として協力を依頼。

外国人への専門的指導、学習支援者へ
の専門的指導方法の共有･アドバイス等

①行ってい
る

○ ○ ○

③行ったこ
とはない

　府は識字・日本語教室を直接所管し
ていないため。

○ ○ ○ ○ ①行っている

・日本語学校に業務委託をして研修を
行っている。（（１）回答参照）
・総合調整会議の構成員に大学、日本
語学校の講師を加え、本県の体制づくり
事業の理念や方向性を示す。
・「ひょうご日本語ネット」という県内の日
本語教育関係機関（行政、教育委員
会、大学、日本語学校、NPO等を含
む）、日本語教師、日本語学習支援者・
グループの情報交換の場がある。

①行ってい
る

○

県全域に向けて日本語教育
を提供するためにはオンライ
ンが必須となるため
（協会は神戸市内にあるが、
神戸市には神戸市事業で行
う日本語教室への参加の機
会があるので、それ以外の
地域の学習者を主たる対象
者としたいため）

○ ○ ①行っている

「地域日本語教育の総合的な体制づくり
推進事業」の補助金を活用し、日本語
学校に事業委託する形で地域日本語教
室
へ日本語講師を派遣したり、日本語指
導者育成研修を開催するなどの業務を
実施している。

③行ったこ
とはない

○

②行っていな
い

日本語教育機関との具体的な連携
方法について、検討できていないた
め。

①行ってい
る

○

○ ①行っている
相互訪問による意見交換や情報共有を
行っている。

①行ってい
る

○ ○ ○

○ ○
②行っていな
い

県及び（公財）しまね国際センターで
計画・実施している事業にしっかり取
り組み、その上で、連携について検
討していきたい。

①行ってい
る

○ ○ ○

○
③将来的に
行う予定

・具体的な内容については、本県におけ
る日本語教育の現状や課題を改めて整
理したうえで検討することとしている。

・地域の日本語教室への講師の派遣や
指導ノウハウ・学習教材の提供等

②行うこと
を検討中

○ ○

○ ○ ①行っている
市町支援において，一部民間の日本語
教育機関に日本語学習支援者講習の
講師をお願いしている。

③行ったこ
とはない

県で日本語教育自体を実施していな
い。地域日本語教室は地域の公民館
やコミュニティーセンター等の公共施
設で実施されており，対面を基本とし
ている。

○ ○
③将来的に
行う予定

今後、日本語教育の体制整備を進める
に当たり、特に日本語教育の質の維持
向上を図るためには、専門的な人材の
確保が必要であり、日本語教育機関と
の連携等も必要となるものと考えてい
る。このため、会議の場等への参加依
頼を行い、今後の広域的な地域日本語
教室の運営に当たって、どのような連携
が可能であるか、検討を行ってまいりた
い。

②行うこと
を検討中

○ ○

人件費の確保等、財政
面に課題があるため現
在は予定なし。

②行っていな
い

県内に日本語学校がないため。
①行ってい
る

○ ○

○

地域国際化
協会：行って
いる

県：行ってい
ない

[県]来年度、「令和5年度地域日本語教
育の総合的な体制づくり推進事業」（申
請中）にて設置する総合調整会議の構
成員として日本語教育機関にも参加い
ただき、地域日本語教室の運営へのア
ドバイスや日本語教育に関する助言を
いただく等、連携を図ることにより、体制
整備を行う。
[地域国際化協会]日本語学習を希望す
る外国人から問合があった場合、必要
に応じて学校の情報を提供  ・日本語学
校の生徒の県国際交流協会主催事業
への参加（日本語関連/国際交流・多文
化共生関連）  ・日本語学校での日本語
習得を主たる研修内容とする南米から
の研修員受入事業の実施

・日本語教育のノウハウの共有や地域日
本語教室運営へのアドバイス等

③行ったこ
とはない

○ ○

○ ①行っている
地域日本語教育を推進することを目的
とした日本語教育専門家の派遣やセミ
ナー等の実施への協力

①行ってい
る

○

日本語教室がある市街地か
ら離れた地域に住む外国人
も多く、居住地から教室への
アクセスが難しいケースがあ
るため

○ ①行っている

・県内の専修学校の関係者を、高知県
日本語教育推進会議の委員に委嘱す
るなど、県の日本語教育の関する取組
の共有や意見聴取を行っている。

①行ってい
る

○ ○

○
②行っていな
い

今後、ボランティア研修を日本語教
育機関に委託することについて、検
討している。

③行ったこ
とはない

本県直営の日本語教室はないため。

6 



策定してよかったと感じたことやその理由 課題・問題点 今後見直しを行う予定 策定時期 課題・問題点

⑵各地域の日本語教育に関する実態調査やニーズ調査について
⑵「策定済」と答えた団体に伺います。

策定してよかったと感じたことやその理由、策定に至るまでの課題・問題点、今後見直しを行う予定があれば、それ
ぞれお書きください。

⑶「令和４年度内の策定に向け準備中」、「令和５年度中の策定
に向け準備中」の団体に伺います。

策定予定時期や、策定中の課題・問題点があれば、それぞれお
書きください。

1. 域内の基本的な情報について 2. 域内の外国人の動向及び日本語学習ニーズについて 3. 日本語教育推進法第11条に基づく、地方公共団体における日本語教育に関する基本的な方針の策定状況について ４．日本語教育事業の実施体制について（地方公共団体、地域国際化協会がそれぞれ日本語教育事業を運営している場合は、それぞれについて

⑵域内の在留外国人
数（人）

域内の総
人口に占
める在留
外国人の
割合（％）

⑵都道府県・政令指
定都市におけるコー

ディネーターの配置に
ついて

⑴日本語教育に
関する基本的な
方針の策定状況

について

（策定済
の場合）
当該方針

名

（策定済の場合）
当該方針のURL

⑷　域内の日本語教育の体制づくりに関して課題とそれに対する対応策について、記載してください。

⑷「未定」、「策定予定なし」と答えた方に伺います。

⑴域内の総人口（人）

この地方公共団体における日本語教育に関する基本方
針の策定について、「地域における日本語教育の在り方
について（報告）」（令和４年１１月、文化審議会国語分科
会）では、以下のように、基本方針について様々な在り方

を例示した方向性が示されています。
このうち、どの方法であれば今後、基本方針を策定できる

可能性はあると考えられますか。

その他

また、策定における課題
があればお書きくださ

い。

貴都道府県・政令指
定都市で、日本語教
育に関する実態調
査やニーズ調査に

基づく日本語教育を
行っていますか。

「行っている」と答えた団体に伺います。

どのような調査を行ったのか、その結果、どのようなニーズがあったかお書きくださ
い。

41 佐賀県
地域交流国

際課
804,592

2022年
1月時点

6,394
2022年
1月時点

0.79% ①行っている

市町と連携し、佐賀県内に居住する15歳以上すべての外国籍住民を対象にアン
ケートを行った。内容としては、生活に関することを中心に、日本語に関する内容も
含む調査を行った。
日本語の部分に関しては、できることや学習に対する希望、生活においての日本
語での困りごとなどについて質問項目を設けた。調査の結果、次のようなニーズが
判明した。
・居住地や勤務地の近くに日本語教室があれば通いたい。（対面での教室）/自分
のレベルにあった教室があれば通いたい。
・役所の手続きや、郵便局、銀行、病院などで使う日本語が難しい。（それを学びた
い）
・地域の行事などに参加したいが、お知らせがわからない。日本語に自信がないの
で、参加できない。一人では参加しにくい。

②令和４年
度内の策定
に向けて準
備中

令和4年度内の策
定予定。

市町や事業者、ボランティア団体など、各主
体が期待される役割について認識し、連携
を取りながら協働していく必要がある。

①配置している

①地域日本語教育に関わる人材の育成と確保・・・地域日本語教育コーディネーターに関しては県主催で研修を行い、市町のコーディネ
育成を行っている。また、学習支援者に関しては、市町と連携を取りながら市町主催のボランティア養成講座を開催し、地域住民の教室
援している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本語教室の県民への理解促進および浸透・・・地域日本語教室の活動の紹介や、初めての人が教室に参加しやすいようなイベントの開
できる地域日本語教室として参加を促していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
室運営のためのサポート・・・教室関係者の高齢化や感染症拡大などによる活動の停滞等の問題に対し、日本語教育指導者や総括コー
や支援などを行っている。

42 長崎県 国際課 1,293,954
2022年
1月時点

10,397
2022年
6月時点

0.76% ①行っている

　令和３年度、日本語教育に係るアンケート・ヒアリング調査を実施。同調査のう
ち、外国人住民を対象に実施したアンケートによれば、回答者の77％が現在日本
語を学習し、また、日本語を学習していない人の66％が学習意向を有しており、外
国人住民の日本語学習ニーズは総じて高いことが分かった。
　また、現在日本語を学習している回答者の主な学習方法としては「独学」が も多
く（約46%）、その主なデメリットとして先生や生徒同士人との交流が持てない点が挙
げられており、交流を通じた日本語学習のニーズがあった。

⑤未定

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している
　令和３年度に実施した実態調査を通じて一定の日本語教育ニーズを捉えている一方で、外国人住民へのアプローチが課題となってい
上、大学や日本語学校、監理団体等に協力を依頼するなどして、広くアプローチできるよう取り組みたい。

43 熊本県
観光交流政

策課
1,718,836

2022年
6月時点

18,807
2022年
6月時点

1.09%
③行ったことは
ない

①策定済
くまもと国
際化総合
指針

日本語教育を県内で進めていくに当たり、課
題や必要となる取組みについての方向性が
示されているため、実情に合った内容の事業
を計画することができた。

本県の指針は、2009年に策定されたもの
であり、新たな在留資格の外国人や今後
増加する外国人に対する施策が不足して
いる。

令和５年度内の改定に
向け準備している。

①配置している
県内に全域で地域日本語教育を普及させたいが、市町村が県の事業を活用することについて消極的である。
そのため、まずモデル市町村で地域日本語教室を設置・運営している部分を見せ、自分たちで運営した場合の成功ビジョンを見えやすく

44 大分県
企画振興部
国際政策課

1,123,475
2022年12
月時点

15,249
2022年12
月時点

1.36%
③行ったことは
ない

⑥策定予定
なし

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

①配置している

県内で日本語教育のニーズが高いと考えられるのは技能実習生などの外国人労働者だが、県内各地に事業所が点在しており、実態の
本語教室を開催するにも地理的に離れているため、まとまった人数で開催することが困難。

市町村とともに、地域の事業者や商工会などとの連携を進め、実態把握や効率的な教室開催の方法を検討していきたい。

45 宮崎県
オールみやざ

き営業課
1,053,356

R4年
7月1日時
点

8,007
R4年
6月時点

0.76% ①行っている

外国人住民や市町村へのアンケート調査を行うとともに、各種会議の場で市町村
や外国人雇用企業との意見交換を行い、地域日本語教育コーディネーターが市町
村等からの聞き取りを行った。
外国人住民からは、生活に必要な日本語を学びたい、職場や地域の人とコミュニ
ケーションを取れるようになりたい、日本語や日本文化の学習機会を増やしてほし
いとの意見があった。
市町村からは、日本語学習支援者が不足しているとの意見があった。

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和５年６月 特になし ①配置している

【課題】持続的な体制整備のために必要な、地域日本語教育をサポートできる人材が不足している。
【対応策】日本語学習支援者フォローアップ講座や日本語ボランティア実践研修により、人材育成を図る。

【課題】外国人雇用企業の参画が進んでいない。
【対応策】地域日本語教室PRパンフレット及び日本語教育に関するポータルサイトを通じた情報提供により参画を促すとともに、地域別意
会議・シンポジウム等により顔の見える関係づくりを進める。

46
鹿児島

県

観光・文化ス
ポーツ部国際

交流課
1,566,119

令和4年
7月時点

13,064
令和4年
6月時点

0.83%
③行ったことは
ない

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

県：【課題】
・域内の日本語教育に係る資源（人材など）の把握
・日本語教育に係る県内市町村への展開方法
対応策は検討中。

県国際交流協会：
【課題】日本語教育の支援に意欲のある人材がいても，その方達が学ぶ場に出て行くための交通費の助成等がない。

47 沖縄県
文化観光ス

ポーツ部交流
推進課

1,467,800
2022年
6月時点

20,437
2022年
6月時点

1.39% ①行っている

　令和２年度沖縄県多文化共生推進調査事業にて沖縄県在住外国人を対象にア
ンケートを実施した。
　日本語の会話能力については、約６割の人は会話が出来るとの集計結果となっ
た。
　日本語習得については、「母国で」が も多く、次いで「来日後に日本語教室で」、
「来日後、独学で」などの回答となっている。
　希望する日本語習得方法について、「独学で」が も多く、次いで「日本語学校に
通う」、「友人知人等に教えてもらう」となっている。

⑤未定

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

多文化共生施策を取り巻く取り巻く環境が大きく変化していることから、国の指針等を踏まえ、新たな視点を盛り込んだ在住外国人との共
指針の改訂に向けて検討を進める必要がある

1 札幌市
総務局国際
部交流課

1,969,939
2023年
2月時点

15,743
2023年
月時点

0.80% ①行っている

2022年4月に在住外国人を対象とした日本語能力に関するアンケート調査を実施
し、話す、聞く、読む、書く能力のほか、日本語の学習状況や学習方法などを聴取。
学習意欲を持っている方の割合が高いことがわかったほか、日本語教室実施に関
する要望などが把握できた。

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

今後10年の国際施
策の方向性を定め
る「（仮称）国際交
流・多文化共生基
本方針」を令和５年
12月を目途に策定
する予定であり、そ
の中で日本語教育
に関する記載も行う
予定。

左記方針における具体的な記載内容等につ
いて検討中。

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

＜課題＞
・日本語を学んだことのない生活者の学習機会の創出や、継続して学び続けられる方法の検討
・ボランティア日本語教室の持続可能な活動方法の検討や、域内の日本語教育関係団体の情報把握と連携
・日本語学習支援者の育成
＜対応策＞
・基礎日本語教室を年2回実施（地域国際化協会への補助事業）。当該事業の検証を通して市が行う支援や課題を整理する。
・コロナ禍の影響等により活動を休止しているボランティア日本語教室もある。域内の日本語教育関係団体との意見交換の場を設けるな
課題の把握に努める。
・新たに日本語学習支援を行う人材の育成講座を実施予定。

2 仙台市
文化観光局
交流企画課

1,067,981
R4年
10月時点

14,255
R4年
10月時点

1.33%
③行ったことは
ない

⑥策定予定
なし

基本計画等総合計画に記載する。 ①配置している

仙台市には約１万４千人の外国人が居住しており、過去10年間（平成24年～令和４年）で約５千人増加している。体制づくりに取り組む以
内に存在する地域日本語教室等がそれぞれ独自に日本語教育を実施していたが、以下の課題があった。
・ 地域日本語教室等、日本語教育実施機関同士が一堂に会する場がなく、教室ごとの現状や全市的な学習者のニーズ等を捉える機会
・ 就労や通学などの多様なライフスタイルに応じて日本語を学ぶことのできる機会が少なく、職場・学校や日常生活で不適応が生じてい
・ 日本語教育が必要な児童生徒等が散在し、身近に通える教室が少なく、どこからでもアクセスできる学習環境が求められている。
・ 市内における地域日本語教室の多くは市民ボランティアによって運営されており、高齢化及びコロナ禍の影響でそれ以前より活動を縮
る。
そのような課題を踏まえ、令和２年度以降は地域日本語教育の体制体制整備事業として仙台市域内の体制づくりを進めている。主な対
・ 初年度（令和２年度）以降、総括コーディネーター１名及び地域日本語教育コーディネーター２名を配置し、各年２回の総合調整会議を
ことで市内の日本語教育に関しての情報や、コロナ禍を受けての運営方法等を共有している。
・ ２年度目（令和３年度）は、上記の取り組みに加え、宮城教育大学の協力のもと試行事業として「日本語を母語としない小・中学生のた
にわたって実施した。また、仙台市に居住・就労する成人を対象にオンライン教室を試行した。
・ ３年度目（令和４年度）は、前年度の試行を踏まえ、子ども対象のオンライン教室「日本語を母語としない小・中学生のためのオンライン
ンライン教室「SenTIAオンラインにほんご」を２期にわたって実施した。また、関係機関・団体との効果的・効率的な日本語教育関連の情報
語教育に関するポータルサイトの開設を進めている。

3
さいたま

市

経済局商工
観光部観光

国際課
1,338,623

2023年
3月時点

29,038
2023年
3月時点

2.17% ①行っている

地域ボランティア日本語教室で学ぶ外国人に対し、アンケート調査を実施した。結
果、以下のようなニーズがあった。
・生活で必要な基本的な日本語（日常会話など）。
・仕事のための日本語。
・日本で生活するためのルール、マナー、文化。

⑤未定

本市は、多文化共生に係る条例
や、計画を単独で制定しておらず、
市の総合計画である「総合振興計
画」及び「産業振興ビジョン」に基
づき、多文化共生施策を実施して
いる。そのため、日本語教育推進
に係る項目のみを基本方針として
策定するのが、市における位置づ
けから考えても難しい状況にある。

左記に同じ。 ①配置している

　主な日本語学習支援の担い手である市民ボランティアの人数が高齢化により減少すると見込まれ、若い世代を含む支援者数の拡充が
め、育成した人材と地域日本語教室のマッチング体制を推進することが重要となっている。
　また、日常生活を営む上で、必要となる日本語能力等を習得できる環境を整備するためには、関連団体との連携も不可欠である。今後
有機的連携を行い、関係を強化することが必要となっている。
　それとともに、関連団体との情報交換や地域ボランティア日本語教室の訪問等を通じ、特に新型コロナウイルス感染症拡大以降の外国
を継続し、ニーズに応じた事業展開を行うことも求められている。

4 千葉市
総務局市長
公室国際交

流課
976,085

令和5年
2月時点

31,064
令和5年
2月時点

3.18% ①行っている

○地域日本語教育推進に関する実態調査
＊調査時期：令和２年度
＊調査対象と回答件数：右表参照
＊調査結果の概要
　・約４～６割が日本語に不自由。特に「書く」「読む」は「話す」「聞く」よりも不自由と
感じている人が多い。
　・ 近１年間で日本語が使えなくて困ったときは「病気」「仕事」「市役所・区役所に
行ったとき」。
　・仕事のため時間が無いので日本語を学べていない人が約３割、育児・介護のた
め時間が無いとの回答も約１割。
　・日本語教室が存在しない若葉区は、教室が近くにあれば学習したいという回答
が約４割。
　・日本語ボランティアスタッフ養成、スキルアップ（育成）の要望
　・地域日本語教室の周知及び運営負担軽減のための支援の要望

①策定済

千葉市地
域日本語
教育推進
計画

https://www.city.chiba.jp
/somu/shichokoshitsu/ko
kusai/tabunka_nihongo_pla
n.html

・目指すべき姿（目標）が整理され、その実現
を目指すために、施策の方向性を定めること
ができたこと。
・総合的に事業を推進するために、千葉市地
域日本語教育推進会議の設置、総括コーディ
ネーター及び地域日本語教育コーディネー
ターの配置等の推進体制を整えられたこと。

（１）日本語学習機会に関する課題
　・ニーズに応じた学習環境・学習方法の
検討　・学習者の仕事や生活時間への対
応　・日本語教室実施場所の確保
（２）地域日本語教育に携わる人材に関す
る課題
　・日本語教師育成、日本語学習支援活
動を行う人材確保、人材育成のための取
組みが必要
（３）各主体の連携について
　・日本語教室への支援　・日本語教室の
周知　・外国人を雇用している企業との連
携　・各主体との連携ができる推進体制の
整備

・令和4年度には、事業
のロードマップを作成
し、各年の事業内容を
再確認した。
・令和6年度には、千葉
市地域日本語教育推進
計画の中間検証後の評
価・検討を行う。

①配置している

第116回日本語教育小委員会「地域における日本語教育の在り方について」の報告書によると、日本語教育プログラムの目標を、言語・
ながら自立した言語使用者として日本語で意思疎通を図り生活できること、レベルとしてＡ１、Ａ２からＢ１相当までを対象としているが、本
要な対象者を算出するために、令和３年度に実施した千葉市外国人市民アンケートより、「日本語を学びたい人」×日本語を話すことが
ることが多い」のクロス集計を行った結果、約6,000人が対象となることが推察された。
これらの人々に日本語学習環境を整えるためには、公益財団法人千葉市国際交流協会による各種日本語クラスの展開だけでは対象人
め、オンライン学習の一層の活用、地域日本語教室の支援や日本語学校等との連携強化、日本語学習支援を行う人材の育成が不可欠

5 横浜市
国際局政策

総務課
3,769,595

2023年
1月時点

106,641
2023年
2月時点

2.83% ①行っている

2019年度「横浜市域における地域日本語教育の総合的推進に係る実態調査」（市
国際交流協会）によると、地域日本語教室における学習者の日本語学習の主な目
的は、「（近所・職場などの）日本人とのコミュニケーション」「日本語能力試験対策」
「生活情報を入手するため」「子育て・子どもの教育のため」などとなっている。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

他自治体の好事例や、総務省が
「多文化共生の推進に係る指針・
計画」などで行っているような明確
な標準形（ひな形）が整備されてい
ること。

①配置している

【課題】
（１）地域日本語教室のさらなる充実
（２）地域日本語教育を担う人材の育成・確保とネットワーク化
（３）企業向け等、新たな日本語教室への需要
（4）コロナ禍における地域日本語教室の活動支援とICTの活用促進
【対応策】地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業により、取組を行っている。

6 川崎市

教育委員会
事務局生涯
学習部生涯
学習推進課

1,538,721 43,760
R4年
4月時点

2.84% ①行っている
・「就労の日本語」について、どのようなニーズがあるか、アンケート調査を3年前に
行った。（川崎市国際交流協会）

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和5年度中

　本市における日本語教育は、これまで児童
生徒に対しては学校教育において、また地
域における日本語学習に関しては主として
市民館等において実施してきたところではあ
るが、日本語学習者の増加や学習目的の多
様化、社会のデジタル化の進展など社会経
済状況の変化に対応するとともに、これまで
の取組からこぼれ落ちてきた学習者や学習
ニーズへのアプローチも含め、本市の日本
語教育に関する施策を総合的かつ効果的に
推進するため、方針の策定及び方針に基づ
く施策の取組状況の把握、地域日本語教育
に関わる現状や課題の分野横断的な把握、
施策の検証・評価、各主体の連携・協力の強
化などを行うための総合的な推進体制づくり
が喫緊の課題となっている。

②今後、配置す
る予定

　本市における日本語教育は、これまで児童生徒に対しては学校教育において、また地域における日本語学習に関しては主として市民
ころではあるが、日本語学習者の増加や学習目的の多様化、社会のデジタル化の進展など社会経済状況の変化に対応するとともに、こ
ちてきた学習者や学習ニーズへのアプローチも含め、本市の日本語教育に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、方針の策
取組状況の把握、地域日本語教育に関わる現状や課題の分野横断的な把握、施策の検証・評価、各主体の連携・協力の強化などを行
づくりが喫緊の課題となっている。
　本市の日本語教育に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、次のとおり施策の推進体制の整備に向けて取組を推進する。
・ 本市の日本語教育に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための方針を策定する。
・ 本市における地域日本語教育に関わる現状や課題の分野横断的な把握、方針に基づく施策の取組状況の把握、施策の検証・評価、
ど、日本語教育の推進に関する重要事項の調査・審議を行う総合調整会議を設置する。
・ 総括コーディネーター、地域日本語教育コーディネーターを配置し、各主体の更なる連携・協力を図る。
　なお、大学、日本語学校、企業・経済団体など日本語を学習する外国人市民に関わる各主体とのつながりや連携についても検討を進

7
相模原

市
市民局国際

課
719,118

Ｒ5年
1月時点

17,429
Ｒ5年
1月時点

2.42% ①行っている

平成30年度の外国人市民アンケートでは、回答者の70％を超える方が日本語を学
びたいと回答した。
学びたいと回答した方のうち50％を超える方が、無料で学べる教室や学校、自宅や
勤務先から近い教室で学びたいと回答した。
学びたい時間では、夜間、午前、午後の順番となった。
これらの結果を踏まえ、令和４年度から日本語初級講座を実施した。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

地域国際協会の無い本市では、地域のボランティアによる日本語教室を巻き込んだ体制づくりが欠かせないが、新型コロナウイルス感染
運営状況にある。
しかし、年間を通じて行政が日本語学習機会を提供をするためには、それなりの財源確保が必要となる。
このため、行政と地域のボランティアの間で、適切な役割分担をした上で、日本語学習機会を提供する。

8 新潟市
観光・国際交
流部国際課

773,072
令和5年
1月時点

5,748
令和5年
1月時点

0.74% ①行っている
市民によるボランティア日本語教室に対しての実態調査（学習者の人数、学習内容
等）。

⑥策定予定
なし

多文化共生の推進に
係る指針・計画」等、
関連する計画と一体
的に整備する

③配置していな
い（配置予定は
ない。）

体制づくりに関しての課題は現在、特になし。

9 静岡市 国際交流課 682,910
2023年
1月時点

11,300
2023年
1月時点

1.65% ①行っている

2020年に無作為抽出した外国籍住民3,000名へアンケートを送付した。
890名から回答があった。日本語に関する設問への結果は以下のとおり。
・日本語を学びたい外国人住民の割合 79.8％
・「書くこと」がまったくできない 8.3％
・「読むこと」がまったくできない 5.1％
・「話すこと・聞くこと」がまったくできない 1.5％

②令和４年
度内の策定
に向けて準
備中

令和４年度３月策定
予定

特になし ①配置している 日本語教室の安定かつ利便性の高い会場の確保

10 浜松市
企画調整部

国際課
793,606

R4年
4月1日時
点

24,932
R4年
4月1日時
点

3.14% ①行っている

＜調　査＞
・令和元年度　地域日本語教育実態調査（地域の日本語教室実施団体、日本語教
室学習者、事業所、外国人の若者）
・令和4年度　日本語能力実態調査（J-CATを使用）、アンケート調査
・定期的（3～4年毎）に実施している外国人市民向け意識実態調査の設問の一部
＜ニーズ＞
・読み書きの習得
・オンラインによる学習機会
・日本人との交流機会　　等

①策定済
地域日本
語教育推
進方針

https://www.city.hamama
tsu.shizuoka.jp/kokusai/ni
hongo/nihongokyoikusuisi
n.html

・地域日本語教育推進に関する考え方や方向
性を初めて示すことができたこと
・地域としての一体感を共有できること

・国の動向がまだ途上であり、方針への反
映判断が困難であること

・見直し予定はないが、
推進方針をより確実に
施行するための具体策
やロードマップ等を盛り
込んだアクションプラン
を策定（令和5年3月策
定予定）

①配置している

＜課題＞広域な市域のカバー
＜対応策＞ICTを活用したオンライン教室の開催、市内各所にある協働センターを活用した教室の開催

＜課題＞日本語学習支援人材の育成・確保
＜対応策＞大学との協働・連携（日本語教室開催、学生の実習機会提供）、年間を通じた支援者養成講座の開催

11
名古屋

市

観光文化交
流局国際交

流課
2,323,796

2023年
1月時点

86,293
2023年
1月時点

3.71% ①行っている

　令和元年度に「名古屋市地域日本語教育推進の考え方」という基本方針を策定
するにあたって日本語教育に関する名古屋市外国人住民アンケート調査を実施。
（無作為抽出による3,000名に対しアンケート実施。780名が回答。）
　「今後の日本語学習の意向」については、「現在の学習を続けたい・これから新し
く学びたい」と答えた割合が60.0％、「学びたいができない」と答えた割合が26.7％と
学習意向が高いことが把握できた。また、日本語教室に関する取得が難しいこと
や、時間・場所・学習方法等に関する学習者の多様なニーズへの対応が不足して
いること、外国人市民への日本語学習の必要性の周知が不足していることが把握
できた。

①策定済

名古屋市
地域日本
語教育推
進の考え
方

https://www.city.nagoya.j
p/kankobunkakoryu/page
/0000127385.html

地域日本語教育に係る課題や地域日本語教
育がめざす地域の姿・日本語レベルが明確と
なり、施策を進めていく拠り所となった。

方針策定前から活動している地域日本語
教室が多くあり、それらの教室の活動との
整合性の整理が本市特有の課題であっ
た。

現在の方針が令和6年
度までの方針であるた
め、令和7年度以降の方
針について令和6年度
に見直しを行う予定。

①配置している

＜課題＞※令和元年度のアンケートやヒアリング等の調査から浮き彫りになった課題のうち優先度が高いもの
○既存の日本語教室の運営に関する課題
　　安定的な会場の確保／指導者等の人材確保・マッチング／運営資金の確保／教室に関する情報の外国人市民への周知／教室運営
　／運営における連携・協力者の確保
○日本語指導者・日本語学習支援者に関する課題
　　自己負担の軽減／スキルアップの場・機会の提供／日本語教育に関わりたい人の活躍の場づくり
○学習者に関する課題
　　日本語教室に関する情報の提供／学習したい日本語の多様なニーズへの対応／学習者の仕事や生活時間への対応／日本語学習
○その他
　　日本語教室のない地域への対応／地域活動と連携した日本語教育の推進
＜対応策＞
①総合調整会議の設置
②地域日本語教育コーディネート事業の実施
　・総括コーディネーター、地域日本語教育コーディネーター（3名）の配置
　・地域日本語教室の検索等を目的としたシステムの運用
　・日本語教育人材の育成・研修の企画・実施
　・関係機関等と連携した新教室の立ち上げや支援の実施
　・地域日本語教育コーディネーターによる個別相談支援
③ハイブリッド型地域日本語教室の実施
④普及啓発事業（ワークショップ等）の開催
⑤地域日本語教室へのインターンシップ等の実施

12

京都市

京都市国際
交流協会と
の共同作成

総合企画局
国際交流・共

生推進室
1,385,190

2022年
12月時点

50,294
2022年
12月時点

3.63% ①行っている

　令和３年度に日本語教育の実態を把握するため、外国人と外国人雇用企業、関
係団体などを対象にアンケートによるニーズ調査を実施した。（企業・団体：101社、
外国人：684人）
　その結果、企業・団体からは、従業員の日本語は業務に「とても必要」で、「日常
会話」ができるレベルを求めるとの回答が も多く、外国人住民からは、日本語は
「日常生活のため」に必要で、「日常会話」を主に学習したいという回答が も多
かった。
　また、外国人住民が希望する学習場所としては、「自宅」、「日本語教室」、「オンラ
イン」、「会社」の順に多かった。

⑤未定

都道府県と市区町
村、複数の市区町村
が連携・協力して一
つの方針を策定する

①配置している

課題としては、企業や関連団体の日本語教育の重要性に対する理解促進があげられる。
日本語教育の実態を把握するためのアンケート調査やヒアリングの中で、外国人労働者を雇用している企業や関連団体から日本語学習
などの声があった。
また、従業員の中にも日本語学習より仕事を優先する者が少なくないという状況が見えてきた。
対応策として、オンライン日本語学習システムの運営を通じて、どの地域においても日本語教育を受ける機会を提供すると同時に、利用
取り組む。

13 堺市 国際課 814,555
2023年
1月時点

16,607
2023年
1月時点

2.04% ①行っている

地域の日本語教室に対してヒアリング等の調査を実施している。ニーズとしては、
主に生活に必要な日本語（日常会話）、文字の読み書き、仕事に必要な日本語、日
本語能力試験対策などがある。ヒアリング等の結果を踏まえ、本市で「働く人のた
めの日本語教室」開催を実施しており、令和5年度も実施予定である。

①策定済

「堺市国
際化方
針」に含
有

https://www.city.sakai.lg.j
p/shisei/kokusai/kokusai
kakeikaku/kokusaikahosin.
html

左記記載の「堺市国際課方針」における日本
語教育の位置づけたことで、本市主催の研修
等の実施の機会をとらえ、日本語学習支援者
等（地域の日本語教室や同教室で活動又は
活動予定の日本語指導ボランティアの方）に
対し、本市の多文化共生施策における日本語
教育の位置づけ等を説明できた。

特になし 特になし ①配置している

・地域日本語教室を担っている代表者が高齢化しているが、次の担い手が育っていない。対応策として、日本語指導ボランティア研修を
ボランティア人材を繋いでいるが、教室を安定的に運営できるまでの指導ボランティアの定着までには至っていない。

・地域日本語教室がボランティアでの運営であるため、財政的な課題を抱えている。対応策として、教室に 大15万円の補助金の交付を
助であるため、教室として自主財源を確保する必要がある。しかしながら、外国人学習者からはほとんど参加費を徴収しておらず、代表者
営を行っているのが現状である。

7 



41 佐賀県

42 長崎県

43 熊本県

44 大分県

45 宮崎県

46
鹿児島

県

47 沖縄県

1 札幌市

2 仙台市

3
さいたま

市

4 千葉市

5 横浜市

6 川崎市

7
相模原

市

8 新潟市

9 静岡市

10 浜松市

11
名古屋

市

12

京都市

京都市国際
交流協会と
の共同作成

13 堺市

域内の空白地域解
消に向けた取組の
促進を行っています

か。

「行っている」「将来的に行う予定」を選択した場合、内容を
記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理由を記載
してください。

⑴地域における日本語教育に携わる人材のうち，どのような人材が
特に求められていますか。※複数選択可

左記でその他を選んだ方
は具体的な人材を記載し

てください。

「地域における日本語教育の在り方につい

（その他の場合）
内容

指標となっている項目

コーディ
ネーターと

して

日本語教
師（指導
者）として

会議等の
委員とし

て

事業アド
バイザー

として

⑴　城内の空白地域解消に向けた取組

5. 地域の日本語教育に携わる人材に対する支援等について ６．日本語教育に関する事業の評価について

現在、日本語の専門性を
有する人材を雇用、活用
（委嘱等）していますか。

７．都道府県の空白地域解消に向けた取組の促進について

事業評価を
行っています

か。

事業評価を
行っていると回
答した団体に

ついて、どのよ
うな観点で行っ
ていますか。

（複数年に
１回の場

合）
期間

「雇用している」「活用している（委嘱等）」「将
用する予定」を選択した場合、内容を選択し

数回答可
地域づくり
や多文化

共生に関す
る専門性を
有する者

把握してい
ない

その他

域内の司
令塔となる
コーディ
ネーター

（総括コー
ディネー

ター）

地域日本
語教育コー

ディネー
ター

施策等に
助言を行う
外部有識

者

日本語教
師

日本語学
習支援者

⑵地域における日本語教育に携わる人材に関して、都道府県と市区町村でどのような役割分担で育成や育
成のための支援が行われていますか。

⑶　域内の日本語教育に携わる人材やその育成に関する課題及びその対応策について、記載して
ください。

○ ○ ○ ○ ○ ○

市町運営の地域日本語教室で、その運営を行政職員と共に担っていく地域日本語教育コーディネーターに関
しては、市町単独での育成・研修は、内容の専門性から考えて難しいと考えている。地域日本語教育コーディ
ネーターの育成・研修に関しては、県主催で行っている。研修を受けた人材が、各市町のコーディネーターとし
て雇用され、活動を行うことを想定している。また、県内のコーディネーターの連携を図るため、適宜意見交換
や情報交換の場を設けている。　　　　　　　　　　　　　　　日本語学習支援者（ボランティア）に関しては、地域住
民の教室への参加が重要となるため、市町がボランティア養成講座を主催する形を取っている。養成講座に
関するノウハウ等がない場合は、県や国際交流協会が講師を派遣するなどして支援を行っている。

域内における日本語教育に携わる人材は豊富とは言えず、定期的に人材育成を目的に研修等を
行う必要がある。また、県民への多文化共生や地域日本語教室の理解、浸透を図り、地域日本語
教室への住民参加に繋がるよう働きかけを行っていく。

③将来的に
行う予定

①行っている

空白地域においては、市町訪問を行い現状把握を行うとと
もに、多文化共生や地域日本語教室についての説明を
行っている。また、その町にあった形で、小規模なタウン
ミーティングを行い、まずは日本人住民と外国人住民の意
見交換の場を設けたり、交流会を開いて「やさしい日本語」
を学ぶ場を設けるなどして、多文化共生を実感してもらい、
理解を深めてもらっている。その後、教室開設を希望すると
ころについては、文化庁の地域日本語教育スタートアップ
プログラムへの申請に向けての支援を行っている。

雇用している ○

○ ○

　令和３年度の実態調査を踏まえ策定した「長崎県の地域日本語教育の施策の方向性」において、日本語教
育を持続するための日本語学習支援者の育成・教育は、市町に期待する役割として位置づけている。一方
で、本県の地域日本語教室数は九州で も少なく、地域日本語教育推進の風土が根付いているとは言えな
いため、まずは地域日本語教室の設置促進を図るべく、短期的に県及び県国際交流協会が主体となり、市町
と連携の上、日本語学習支援者養成講座を開催している。

　地域の日本語教育を支える人材が不足しているため、日本語学習支援者の養成を実施中。
①行ってい
る

①年度ごと
人材育成研修実施回数、研修受講者の満
足度　等

①行っている
　地域主体による日本語教室の設置促進に向けて、現在５
つの市町において、日本語学習支援者養成講座を実施
中。

雇用している ○

○ ○ ○ ○
県としては、県の事業を活用した市町村に対して、活用した年度から2年間は地域日本語教室の日本語学習
支援者、地域日本語教育コーディネーター養成の両方を実施（県内で日本語教室を運営している団体に委
託）。地域日本語コーディネーター養成については、3年目以降も県が実施。

各市町村の地域日本語教室に参加する外国人住民の在留資格等によって、日本語教育に携わる
人材に求められる能力が異なる可能性がある。
そのため、教室開設前にニーズ調査を行い、人材養成研修内で地域にあった教育をするための講
座を導入する。

②行ってい
ない

①行っている
県内の地域日本語教室が設置されていない市町村に対
し、地域日本語教室（交流型）の設置支援を実施している。

活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○
人材育成のための研修や教室運営に必要なノウハウの提供等を県が実施し、市町村では実際に日本語教室
を運営するために必要な、会場や運営費用などの支援を行っている。

人的物的両面で日本語教室自体が有志によるボランティアに依存する部分が多く、持続可能な運
営体制の確立や後継者の発掘など継続的な体制構築に課題を抱えている。

③将来的に
行う予定

①行っている

空白地域解消に向けて、日本語教室ボランティア養成研修
を県内各地域で実施しているほか、来年度からは地域日
本語教育コーディネーターによる空白市町村でのトライア
ル日本語教室の開催を開始する予定。

活用している（委嘱
等） ○

○ ○ ○ ○ ○
県では、県内全域を対象として、地域日本語教育コーディネーターや日本語学習支援者などの人材育成を
行っている。
一部の市では、各市内において活動する日本語学習支援者を育成している。

【課題】持続的な体制整備のために必要な、地域日本語教育をサポートできる人材が不足してい
る。
【対応策】日本語学習支援者フォローアップ講座や日本語ボランティア実践研修、地域日本語教育
コーディネーター研修等により、人材育成を図る。

①行ってい
る

①年度ごと 日本語講座の受講者数 ①行っている
地域日本語教育に要する費用等の補助、県の主導による
地域日本語教室の開催、地域日本語教育の重要性の啓発

活用している（委嘱
等） ○ ○ ○ ○

○ ○ 検討中
県内の日本語教師や日本語ボランティアが少ない。

人材確保・育成のための講座を開催予定。

①行ってい
る

③その他
（内容を記
載してくださ
い。）

事業実施後に対象者にア
ンケートを実施している（指
標なし）。

①行っている
日本語ボランティアを育成するための講座を開催してい
る。

雇用・活用の予定
はない

○ ○ ○ ○
おきなわ多文化共生推進指針において、地域における国際化推進の中核的な組織として挙げられる地域国
際化協会・市町村国際交流協会の役割として、日本語教室や母語教室の開催など、行政と民間交流団体の
橋渡し的な役割を担うこととしている。

引き続き日本語学習支援等のコミュニケーション支援を行う必要がある。
②行ってい
ない

①行っている
（公財）沖縄県国際交流・人材育成財団において、県内在
住外国人を対象とした日本語教室を実施している

雇用・活用の予定
はない

○ ○ ○ 都道府県との役割分担などは行っていない。
日本語教育に携わる人材は域内にいるが、その実態の把握及び活躍の場の確保が課題となって
いる。
実態の把握を行った上で、対応策を検討していく。

①行ってい
る

基礎日本語教室実施後に
検討会議を行い、課題の
把握や次の展開を検討し
ている。

事業参加者数や離脱率など
活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○
基本的には仙台市内は（公財）仙台観光国際協会、仙台市以外の宮城県内は（公財）宮城県国際化協会が日
本語教育に携わる人材の支援をしている。

地域日本語教室の運営者や学習支援者からは、オンラインでの学習支援のノウハウ等についての
ニーズがしばしば聞かれる。
「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」において実施しているオンライン日本語教室に
おいて、地域日本語教室の運営者や学習支援者を対象に見学の機会を提供している。また教室実
施後には、見学の参加者から感想や改善点などのフィードバックを得るようにして、双方の学びの
機会としている。
来年度は、オンライン教室で得られた経験やノウハウを、地域日本語教室の運営者らが集う研修会
で共有することを検討している。

①行ってい
る

①年度ごと

文化庁「地域日本語教育の総合的な体制づ
くり推進事業」の事業報告に際して、取組み
ごとに定性評価目標、定量評価目標の達成
状況を検証している。
具体的には、日本語教育が必要な児童生
徒に関する仙台市関係課との情報連携体
制の強化については定性評価目標を、日本
語を母語としない小・中学生のためのオンラ
イン教室、日本語初学者の成人を対象とす
るオンライン教室、地域日本語教育に関心
のある市民を対象とするセミナーは参加者
数による定量評価目標を設定している。

政令指定都市のため記載事項なし 政令指定都市のため記載事項なし
活用している（委嘱
等） ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

　埼玉県の実施する「日本語教室ボランティア講座」や、「地域日本語教室相談・立ち上げアドバイザー」等に
ついて、関連組織に情報提供を行っている。
　また、（公財）埼玉県国際交流協会の主催する「日本語教室支援協議会」に本市職員が委員として参加する
とともに、本市の「総合調整会議」にも県国際交流協会の職員に委員として参加していただき、お互いの持つ
課題や、情報の共有を行っている。

　地域の日本語教室からは担い手不足や、ボランティアの高齢化が課題として挙がっているため、
今年度、地域国際化協会で実施している日本語ボランティア養成講座を拡充（回数を増加）し、積極
的な人材育成に努めている。今後は、受講者と地域ボランティア日本語教室とのマッチング体制を
さらに強化するなど、より人材が活躍できるような体制づくりを行っていく。

①行ってい
る

①年度ごと

・連携を行った団体・所管数（総合調整会議
参加団体・所管数）
・観光国際協会（地域国際化協会）のボラン
ティア登録者数
・観光国際協会の日本語教室（にほんごの
へや）受講者数

②行っていな
い

外国人市民の学習のニーズに合わせて整備
するべきと考えているが、どの地域にニーズ
があるのか、まだ把握ができていないため。
今後、各教室の巡回等を行い、その結果を
踏まえ対応を検討していく。

活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ 県との役割分担は無いが、情報共有は行っている。

＜課題＞
・令和２年に行った「地域日本語教育推進に関する実態調査」での地域日本語教室を対象とした調
査「教室の運営で困っていることは」の回答では、「日本語ボランティアスタッフが不足している」が４
４．４％（８件）で も多く、次いで、「教室の場所の確保が難しい」、「運営費用が確保できない」と
なっていた。また、スタッフの高齢化も課題として挙げられた。

＜令和４年度の対応策＞
・研修修了者の活躍機会の拡充とフォローアップによる質の向上を図る：日本語交流つなぎて講
座、フォローアップ講座、日本語交流員説明会
・地域社会を対象とした「やさしい日本語研修・国際理解研修」を実施する
・日本語教室を対象とした「出張研修」を実施し、各教室のニーズにあった講師を選定し研修を実施

①行ってい
る

①年度ごと

千葉市地域日本語教育推進会議におい
て、有識者等の委員による評価を行う。
※具体的な指標は無いが、千葉市地域日
本語教育推進計画の推進の方向性に基づ
き評価を行っている。

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 「かながわの地域日本語教育の施策の方向性」（神奈川県）によると、広域で行うべき人材育成・ネットワーク
づくりは県が、ボランティアによる日本語教室への支援は市が行うことと役割分担されている。

【課題】2019年度「横浜市域における地域日本語教育の総合的推進に係る実態調査」（市国際交流
協会）からは、地域日本語教育に携わる人材の不足、年齢の偏り（高齢化）が課題としてあげられて
いる。また、日本語学習経験のある外国人の参画が少ない。
【対応策】
地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業により、取組を行っている。

①行ってい
る

①年度ごと

【取組⑤　日本語教育人材に対する研修】
　（定量評価）実施する研修の数・参加人数
　（定性評価）参加者満足度85％以上（アン
ケートによる評価等）
【取組⑥　地域日本語教育の実施】
　（定量評価）実施する日本語教室の数・参
加人数
　（定性評価）参加者満足度85％以上（アン
ケートによる評価等）
【取組⑧　地域日本語教育の効果を高める
ための取組】
　（定量評価）オンラインサロン（支援者向
け・学習者向け）の実施回数・参加人数
　（定性評価）参加者満足度85％以上（アン
ケートによる評価等）

①行っている

域内に空白地域（日本語教室未設置区）はないが、日本語
ボランティア講座の開催支援、日本語教室データベース運
営等による教室情報の提供、オンライン教室や学習教材の
紹介等を行っている。

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
川崎市教育委員会では、各行政区ごとに設置されている市民館において識字ボランティア養成講座、識字学
級を開催している。川崎市国際交流協会では、国際交流センターで日本語ボランティア研修、日本語講座を
開催している。

識字ボランティア養成講座修了を条件とする日本語学習支援者の担い手の不足や高齢化等による
活動の課題があり、新たな担い手を増やす取組の検討を進める。

②行ってい
ない

雇用・活用の予定
はない

○ 県においては、日本語学習支援者のリーダー養成が実施されており、市では支援者養成を実施しているとこ
ろ。

日本語教室を運営するボランティア団体に協力を仰ぎ、養成講座のカリキュラムに実際の支援体験
を取り入れているが、日本語学習支援者を養成しても、実際の活動に結びつく割合が限られてい
る。

②行ってい
ない

活用している（委嘱
等）

○

○ ○ 県と市で明確な役割分担は無いが、教材の補助や研修の実施といった事業は、市（市国際交流協会）が主体
となって行っている。

ほぼ全域にボランティア日本語教室があり、教室間で情報交換や交流ができるよう、年に１度イベ
ントを実施している。また、ボランティアの方々の教授力を高めるための「スキルアップ講座」を外部
講師を招いて年に２回開催している。

②行ってい
ない

活用している（委嘱
等）

○

○ ○

静岡県／地域日本語教育推進方針、日本語教育人材バンクの設置など
静岡市／静岡市日本語教育推進方針（令和５年３月策定予定）
一般財団法人静岡市国際交流協会／日本語教室の実施、日本語ボランティアとコーディネーター等の人材育
成

コーディネーターになり得る人材の確保の難しさ
（一財）静岡市国際交流協会で活動している日本語サポーターの中で候補者を養成するため、文化
庁の地域日本語教育コーディネーター研修に参加している。

①行ってい
る

①年度ごと

・総合調整会議で事業報告と事業計画を共
有し、意見を求める。
・事業の目的とそれに対する効果（参加者
数、アンケート結果等）を確認し、担当者間
で意見共有を行い、次年度の計画に反映さ
せる。

雇用している ○

○ ○ ○
＜課題＞日本語学習支援人材の育成・確保
＜対応策＞大学との協働・連携（日本語教室開催、学生の実習機会提供）、年間を通じた支援者養
成講座の開催

②行ってい
ない

②行っていな
い

・該当地域がない
活用している（委嘱
等） ○ ○ ○

○ ○ ○ 政令指定都市のため役割分担なし。

（課題）
上記に掲げた「日本語指導者・日本語学習支援者に関する課題」のとおり（自己負担の軽減／スキ
ルアップの場・機会の提供／日本語教育に関わりたい人の活躍の場づくり）

（対応策）
・文化庁主催の「地域日本語教育コーディネーター研修」を受講に係る費用の補助（1名分）を実施。
・活動助成金の拡充
・日本語教育人材の育成・研修の企画・実施
・地域日本語教室の検索等を目的としたシステムの運用
・関係機関等と連携した新教室の立ち上げや支援の実施

①行ってい
る

①年度ごと

　総合調整会議の開催、コーディネーター配
置、人材育成研修実施、ワークショップ開催

上記項目は、名古屋市全体の計画である
「総合計画2023」の各事業（日本語学習の
支援）の進捗管理なかで行う評価であり、各
項目を実施をしたかどうかという観点で進捗
状況を管理しているため、具体的な数値目
標を定めていない。

①行っている 関係機関等と連携した新教室の立ち上げや支援の実施。
活用している（委嘱
等）

○

○ ○
地域における日本語教育の重要な役割を担う地域国際化協会間（京都府国際センター、京都市国際交流協
会）において、会議などの場を通じて、日本語教育に係る人材の育成や支援を含む様々な情報を共有してい
る。

日本語教育に関わるボランティア希望者は年々増えており、より多くの方にボランティアとして関
わっていただくため、活動年限を設けている。ボランティアの方はそれぞれ多様な背景を持ってお
り、日本語教師養成講座を修了した方や日本語教師経験者などもおられ、各々の力量に合わせた
活動の場を提供していく必要性がある。
そのため、新たに日本語教室を開設する際の広報や活動希望者の派遣などの支援を行うとともに、
日本語教育に対する研修などの充実を図る。

③将来的に
行う予定

①行っている

京都市内各地域において日本語教室を開設・運営する際
に助成し、京都市市域全体に日本語教育の機会を提供す
る場の活動を支援するとともに、
オンラインによる日本語教室への参加拡大のための周知
にも取り組んでいる。

将来的に雇用・活
用する予定

○

○ ○

地域で日本
語教室を新
規に立ち上
げ、継続的
な運営がで
きる支援者

大阪府＝市町村を超えたボランティア研修の実施、及び識字・日本語学習担当者連絡会議の実施

地域日本語教室のボランティア不足の解消のため、市主催でボランティア研修を開催し、研修受講
者を地域日本語教室につなぐ取組を行っている。また、令和5年2月に市内日本語教室の代表者等
が集まる場を作り、そこで現在の教室活動・教室運営について情報交換を行い、より良い活動の在
り方を考える機会を創出した。

②行ってい
ない

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○
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41 佐賀県

42 長崎県

43 熊本県

44 大分県

45 宮崎県

46
鹿児島

県

47 沖縄県

1 札幌市

2 仙台市

3
さいたま

市

4 千葉市

5 横浜市

6 川崎市

7
相模原

市

8 新潟市

9 静岡市

10 浜松市

11
名古屋

市

12

京都市

京都市国際
交流協会と
の共同作成

13 堺市

日本語学
校（法務
省告示、
それ以外
の双方を
含む。）

大学 財団法人 株式会社 NPO法人 任意団体
その他（どのよう
な団体か記載し

てください）

「行っている」「将来的に行う予定」を選
択した場合、内容を記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理
由を記載してください。

地方公共団体と日本語教育機関との連
携において、日本語教育機関に期待す

ることがあれば記載してください。

新型コロナ
ウイルスの
流行によっ
て、対面で
の教室の開
催が難しい
状況となっ

たため

対面よりも
時間や場所
を選ばず学
習ができる

ため

空白地域の
解消のため

その他（理由を記載してくだ
さい）

オンライ
ンによる
日本語教
育のノウ
ハウがな

い

オンライ
ンを活用
する日本
語教育人
材がいな

い

財政面に
課題があ

る

発信側の
オンライ
ン環境の
設備等に
課題があ

る

学習者側
のオンラ
イン環境
に課題が

ある

その他（理由を記載ください。）

８．日本語教育に関係する連携等について

⑵　日本語教育機関との連携について
「地域における日本語教育の在り方について（報告）」においては、外国人の日本語能力向上を効果的に進めるため、今後、地方公共団
体が地域における日本語教育の体制整備を進めるために、日本語教育の専門性を有する日本語教育機関との連携を図る必要があると

されています。

現在、日本語教
育機関との連携
を行っています

か。

「雇用・活用の予定はな
い」を選択した場合、理
由を記載してください。

⑴　日本語教師の雇用・活用状況
いて（報告）」においては、地域における日本語教育の体制整備を進める上で、日本語教育の専門性を有する人材の確保が重要とされています。

「活用している（委嘱等）」  を選択した場合、どのように活用しているか選択してください。

その他（具体的
に記載くださ

い。）

貴都道府県・政令
指定都市で、オン
ラインによる日本
語教育を行ってい

ますか。

将来的に雇用・活
してください。※複

左記について依頼先の団体について選択してください

個人に対
して業務
依頼（謝
金支払の
ケース）

団体等に
対して業
務依頼

（委託・補
助等の
ケース）

その他（どのようなケー
ス化記載ください。）

「行っている」「行うことを検討中」と答えた団体に伺います。
オンラインによる日本語教育を行う（検討中）に至った理由や目的 を

選択してください。（複数回答可）

⑴　オンラインによる日本語教育について

９．日本語教育に関係する取組について

「行ったことはない」と答えた団体に伺います
その理由は何ですか。（複数回答可）

「行ったが現在は行っていない」
と答えた団体に伺います。その

理由は何ですか。

総括コーディ
ネーターを会計
年度任用職員と
して雇用

③将来的に
行う予定

日本語教育機関の人材が、地域日本語
教室に関わることで、よりよい教室活動
につながると考えている。

地域日本語教室との連携
②行うこと
を検討中

○ ○

③将来的に
行う予定

　県内の日本語学校長に対し、地域日
本語教育コーディネーターを委嘱し、特
定の地域において活動いただく予定。

③行ったこ
とはない

　地域日本語教室の設置促進に係る
施策を 優先に取り組んでいるた
め。

○ ○
②行っていな
い

現在、県内で日本語教室を複数運
営している経験・知識が十分な団体
と連携して、地域日本語教育を普及
するための事業を実施しているた
め。

②行うこと
を検討中

○

○
②行っていな
い

県内大学で日本語教育を専門に
行っている教授に統括コーディネー
タを委嘱しており、教育機関との連携
を図る必要性がないため。

②行うこと
を検討中

○ ○

○ ○ ○ ○ ①行っている
大学への委託による日本語講座の実
施、有識者として各種会議への出席

生活Can doの活用など、先進的な取組
の県内への波及

①行ってい
る

○ ○ ○

①行っている

県内の日本語教育に関する会議にオブ
ザーバーとして参加いただいているほ
か，会議において講師を務めていただく
等している。

①行ってい
る

本県においては，地理的な
特性により，交通の事情で
講座に通えない在留外国人
もいるため

現在の県の多文化共生
事業は主に市町村行政
担当者や住民を対象と
した意識啓発への取り
組みとなっており、
日本語教師の雇用・活
用に関する取り組みは
行っていないため

②行っていな
い

現在の県の多文化共生事業は主に
市町村行政担当者や住民を対象とし
た意識啓発への取り組みとなってお
り、
日本語学校を対象とした取り組みは
行っていないため

③行ったこ
とはない

‐

○ ○
②行っていな
い

日本語教育に関する方針を策定す
る中で情報収集し、連携等について
検討する予定のため。

検討中。

④行ってい
たが現在は
行っていな
い

コロナ禍にオンラインで実施した
が、学習者のフォローが難しく、
対面の方が効果的に学習できる
と判断したため。

○ ①行っている

「地域日本語教育の総合的な体制づくり
推進事業」において実施している総合
調整会議に、日本語教育機関に所属す
る日本語教師に委員として出席いただ
き、助言・意見をいただいている。また、
現在は新型コロナウイルス感染拡大の
影響で中止しているが、日本語教育機
関が実施する外国につながる子どもを
対象とする教室の運営について、（公
財）仙台観光国際協会が広報等で協力
している。

①行ってい
る

○ ○ ○

○ ○ ○ ①行っている

　本市の「総合調整会議」において、市
内日本語教育機関の方に委員としてご
参加いただき、地域の課題等について、
専門的な見地から助言をいただくととも
に、情報交換を行っている。

　本市はこれまで、地域日本語ボランティ
ア教室を中心に日本語教育を実施してき
ており、学習者の習得レベルとしては基
礎段階のものが主体となっている（「日本
語教育の参照枠」におけるA1、A2レベ
ル）。自治体に求められる習得レベルで
ある「自立した言語使用者」（B1）レベル
の習得を目指すためには、日本語教育
機関の連携協力が不可欠であり、B1レ
ベルの教育の担い手として期待したい。

①行ってい
る

○

○ ①行っている

・千葉市地域日本語教育推進会議に委
員として参加（令和３年度～）
・「生活Cando」を用いて教材とカリキュ
ラムを作成について連携を図る（令和５
年度）

①行ってい
る

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ①行っている
・総合調整会議委員への就任
・日本語教室における日本語講師

特になし
①行ってい
る

○ ○ オンライン学習教材が充実し
てきたため

②行っていな
い

日本語学校を把握していない。ま
た、具体的な連携の効果や方法が
分からない。
地域で行う目的には、多文化共生が
ある。民間の日本語学校の目的や
対象、学習(教育)方針が地域日本語
の目的に沿うことができるのか認識
できていない。

①行ってい
る

○ ○

○ ○
②行っていな
い

連携のための財源確保が困難なた
め。

生活者としての外国人を対象とした低価
格での日本語教室の提供。

③行ったこ
とはない

日本語 初級者を対象としているた
め。

○
②行っていな
い

現時点で連携しなければ解決できな
い課題に直面していないため。

③行ったこ
とはない

○

①行っている

日本語教育機関での学習を希望する人
からの問合せがあった場合は、学習内
容や空席状況の確認をしたり、学習希
望者へ紹介などをしている。

④行ってい
たが現在は
行っていな
い

新型コロナウイルス感染症の影
響で一時はオンラインで実施し
ていたが、現在は対面での教室
に切り替えて実施しているため。
学習希望者もオンラインよりも対
面での教室を希望する傾向があ
るため、現在はオンラインの需要
は少ないと判断している。

○ ○ ①行っている ・総合調整会議委員の委嘱のみ
・事業所と連携した外国人従業員の日本
語教育推進

①行ってい
る

○ ○

（上記「コーディ
ネーターとして」
の補足事項）
　必ずしも日本
語教師資格を持
つ方ではない
が、文化庁の地
域日本語教育
コーディネーター
研修を受講し、
地域で長年日本
語教室に携わっ
ている方など、
日本語教育の専
門性を有する方
をコーディネー
ターとして活用し
ている。

○ ○ ①行っている

ハイブリッド型地域日本語教室の実施。
ただし、日本語教育機関との連携を前
提としていたわけではなく、日本語教室
実施の業務委託をプロポーザル方式に
よって行い、結果的に日本語教育機関
と連携している状況。

①行ってい
る

○ ○ ○

③将来的に
行う予定

双方の日本語教育の機能を活かせるた
めの情報交換などを進めていく。

・学習者が必要とする情報等の共有。
・学習支援者等の人材育成に関する専
門的な指導やサポート、助言。

①行ってい
る

○ ○ ○

○ ○ 合同会社 ①行っている

市主催事業の実施に当たり、日本語教
育の専門性を有する日本語教師や同教
師が所属する団体等との連携を行って
いる。

日本語教育のトレンドを踏まえた市主催
事業に対するアドバイスなど。

③行ったこ
とはない

　市主催事業は、①日本語能力の向
上に加え、②外国人市民と地域との
つながり（生活等に係る相談需要の
発掘、地域日本語教室への紹介）を
確保することも事業実施の目的として
いるため、現時点では、オンライン授
業は予定していない。また、①につい
ては、日本語が殆どできない学習者
に対する指導を行う際、日本語教師と
のやり取りに加え、学習者同士や日
本指導ボランティアとのやり取りによ
り、事業効果を高められると考えてお
り、オンラインでは、これらのやり取り
を効果的に行うことが現時点では期
待できない。

9 



策定してよかったと感じたことやその理由 課題・問題点 今後見直しを行う予定 策定時期 課題・問題点

⑵各地域の日本語教育に関する実態調査やニーズ調査について
⑵「策定済」と答えた団体に伺います。

策定してよかったと感じたことやその理由、策定に至るまでの課題・問題点、今後見直しを行う予定があれば、それ
ぞれお書きください。

⑶「令和４年度内の策定に向け準備中」、「令和５年度中の策定
に向け準備中」の団体に伺います。

策定予定時期や、策定中の課題・問題点があれば、それぞれお
書きください。

1. 域内の基本的な情報について 2. 域内の外国人の動向及び日本語学習ニーズについて 3. 日本語教育推進法第11条に基づく、地方公共団体における日本語教育に関する基本的な方針の策定状況について ４．日本語教育事業の実施体制について（地方公共団体、地域国際化協会がそれぞれ日本語教育事業を運営している場合は、それぞれについて

⑵域内の在留外国人
数（人）

域内の総
人口に占
める在留
外国人の
割合（％）

⑵都道府県・政令指
定都市におけるコー

ディネーターの配置に
ついて

⑴日本語教育に
関する基本的な
方針の策定状況

について

（策定済
の場合）
当該方針

名

（策定済の場合）
当該方針のURL

⑷　域内の日本語教育の体制づくりに関して課題とそれに対する対応策について、記載してください。

⑷「未定」、「策定予定なし」と答えた方に伺います。

⑴域内の総人口（人）

この地方公共団体における日本語教育に関する基本方
針の策定について、「地域における日本語教育の在り方
について（報告）」（令和４年１１月、文化審議会国語分科
会）では、以下のように、基本方針について様々な在り方

を例示した方向性が示されています。
このうち、どの方法であれば今後、基本方針を策定できる

可能性はあると考えられますか。

その他

また、策定における課題
があればお書きくださ

い。

貴都道府県・政令指
定都市で、日本語教
育に関する実態調
査やニーズ調査に

基づく日本語教育を
行っていますか。

「行っている」と答えた団体に伺います。

どのような調査を行ったのか、その結果、どのようなニーズがあったかお書きくださ
い。

14 大阪市

大阪市教育
委員会事務
局生涯学習

担当

2,741,536
令和4年
9月時点

150,396
令和4年
9月時点

5.49% ①行っている

・既存の識字・日本語教室の認知度が低く、学習ニーズのある層に対して十分に教
室の情報が伝わっていないことから、多言語対応の充実や、よりアクセスしやすい
情報提供の手法などについて検討が必要。
・時間的・金銭的な制約により、日本語学習の機会を得られていない層が存在する
ことから、教室開催の時間や場所、オンライン学習などをはじめ、多様なニーズに
対応した学習環境の整備について検討が必要。
・子どもを持つ外国人保護者にとって、学校や医療機関など日本語を使用する場面
が多い一方、日本語学習の機会にアクセスが困難な状況があることから、学校や
子どもを通じた日本語学習機会の情報提供や、一時保育つきの教室など、日本語
学習機会に参加しやすい環境整備について検討が必要。

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

「（仮称）大阪市識
字・日本語教育基
本方針」について
は、令和４年度中に
素案の検討をすす
め、パブリックコメン
トを経て、令和５年
の秋ごろをめどに
策定する予定として
いる。

基本方針の策定にあたっては、大阪市にお
ける識字・日本語教育および多文化共生を
担う部局である教育委員会事務局・経済戦
略局・市民局をはじめ、関連する部局が多岐
にわたることから、各部局との課題の共有や
役割分担等の調整に時間を要する。

①配置している

・大阪市では、識字・日本語の学習環境として、多様な活動が行われているが、各教室の設立経過の違いや、行政の所管部局が多岐に
り、関係機関どうしの情報共有を含め、大阪市全体として有機的な連携等を行うための体制が十分に構築できていない。
・大阪市における識字・日本語教育に関連する部局（教育委員会事務局、経済戦略局、市民局、各区役所など）の横断的な連携とともに
流センター・生涯学習センター・NPO団体等・日本語学校等）とのネットワークを構築し、今後、より増加・多様化が想定される学習ニーズ
な識字・日本語学習体制づくりをめざす。
・教室への参加が難しい子育て中の方や高齢者の方、近くに地域の識字・日本語教室がない方等、オンラインでの日本語学習希望のニ
文化庁日本語学習サイト「つながるひろがる　にほんごでのくらし」を活用したオンライン日本語教室を開催。
・令和4年度にダイレクト（母国で中学校を卒業した高校進学を目指す子ども）を対象とした日本語教室を開設したが、当初想定したよりも
ニーズが高いことが分かった。令和5年度も引き続き運営していく。

15 神戸市
市長室国際
部国際課

1,506,516
2023年
2月1日時
点

51,649
2023年
1月末時点

3.43% ①行っている

〔実態調査〕
・令和元年7月に本事業を開始するにあたり、同年5月に市内の24の日本語教室を
対象に、日本語学習者やボランティアに関する実態調査をアンケート形式で実施し
た。その結果、神戸市内在住外国人数に対する日本語学習者の数が全国平均より
低いことと、生活者に特化した有資格の日本語教師による日本語学習支援がほと
んど行われていないこと、夜間の開催が少ないこと、託児付きの教室がほとんどな
いことがわかった。そこで、有資格の日本語教師のによる初級クラスを、昼と夜開催
し、昼クラスについては託児付きで開催することとなった。
・また、コロナ禍においては、緊急事態宣言が発令された直後に、主要な教室に
メールで現状を問合せたことで、ほとんどの日本語教室がすぐにはオンラインでの
開催が困難であることが分かったため、KICCでは6月からオンラインクラスを開始す
ることにした。

〔ニーズ調査〕

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和４年度中に草
案を作成し、総合調
整会議で報告予
定。令和５年度上半
期に市内日本語教
育関係者等に対す
る意見募集を行
い、完成予定。

本市の日本語教育事業において対象とする
日本語能力レベルの設定や、本事業と民間
日本語教育機関とのすみわけや、事業の中
で日本語教育機関に期待する役割が課題と
なっている。

①配置している

・神戸市は人口の約3.4%を外国人住民が占めているなか、日本語学習機会にたどり着いていない人や、諸々の理由で日本語学習を断念
日本語学習者が少なからず存在していると考えている。令和元年度より、このような人々を包摂することを目的の一つとして事業を行って
習者数が年々増加しており、一定成果は出ている。しかし、事業を推進する中で継続的に新たな団体などからの学習者の紹介等もある
内外国人住民やその関連団体に行き届ききっていないことも想定され、と今後もこのネットワークの要素を増やしていくことが課題と考え
・企業との連携として、企業に有資格の日本語教師を紹介し、企業負担により日本語クラスを開催する取り組みをしているが、企業側の
理解の低さにより、企業内日本語クラスの開催が進んでいない。外国人雇用企業の多い工業会等への日本語教育に関する案内等を充
対する日本語教育の周知及び連携の促進を図りたいと考えている。

16 岡山市
市民協働局
市民協働部

国際課
702,020

令和4年
12月時点

14,088
令和4年
12月時点

2.01% ②行う予定

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

令和６年４月の岡山
市多文化共生社会
推進プランの改訂
時に一体的に整備
する予定。

令和５年度から地域日本語教育の総合的な
体制づくり事業に応募を予定している中で、
今後の岡山市における日本語教育の方向
性の検討と、岡山市多文化共生社会推進プ
ランの中での計画の書きぶりについて、同時
並行で検討しなければならないこと。

②今後、配置す
る予定

現在市内に日本語教室が１２か所（うち、岡山市国際交流協議会が運営する教室３か所）あるが、多くの外国人市民に知られていない。
アにより運営されており、教室同士の連携がない。
令和５年度から地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業の補助金を活用しながら、実態把握や総合調整会議にて有識者の意見
ネーターが市内の日本語教室等を取りまとめることで、日本語教育をさらに推進していくことを検討している。

17 広島市

市民局国際
平和推進部
国際化推進

課

1,184,731
2022年
12月時点

19,986
2022年
12月時点

1.69% ①行っている

令和元年度に日本語教育に関する実態調査を行った結果、「現在日本語を学んで
いる」と回答した割合は50.7%であった。また、「現在日本語を学んでいない。」と回答
した割合は49.3%であり、このうち28.7%が「日本語を学びたい」と回答した。学びたい
日本語としては、「仕事」の場面で利用できるものという回答がほとんどであり、内
容面では「話す」ことの希望が高かった。

広島市日
本語教育
推進計画

https://www.city.hiroshim
a.lg.jp/soshiki/49/108995.
html

長期的な視点に立って一貫性のある施策展
開ができること。

策定経費や職員の業務量増加が課題で
ある。

計画期間が終了する令
和６年度中の改定を予
定している。

①配置している

令和元年度に日本語教育に関する実態調査を行った結果、企業からは外国人に提供できるイベント等の情報が欲しいという声がある一
している企業の情報を把握できていないこと。また、日本語学校等から、本市に対して、持続可能な地域の日本語教育のシステムを作っ
ことが分かった。これらを踏まえて、広島市日本語教育総合調整会議の設置・運営や日本語教育コーディネーターの配置、企業等との連
おける外国人市民が適切な日本語教育を受けることができるようになるための体制づくりを進めている。

18
北九州

市

企画調整局
国際部国際

政策課
927,828

2023年
1月時点

14,233
2023年
1月時点

1.53% ①行っている

　本市において概ね５年に一度実施している「北九州地域における多文化共生の
現状調査」において、「日本語能力」「日本語の学習方法」「日本語を学んでいない
理由」について調査を実施している。

　前回は令和元年度に調査を実施し、留学生や技能実習生など新たな外国人市民
の転入が進む中で日本語が得意ではない外国人の割合が増加傾向にあり、日本
語教育に対するニーズが更に高まっていることを把握した。

③令和５年
度以降の策
定に向け準
備中

　令和５年度以降の
策定に向け、令和５
年度から必要な調
査や計画案の検討
を行う予定。

　特に日本語学習の到達目標などの設定に
ついて、他都市の状況を研究している。

　これまでの取組みを通して見えてきた就労者に対する学習支援のニーズに応えるため、行政・(公財)北九州国際交流協会・経済団体で
検討していく。

19 福岡市
総務企画局
国際部国際

政策課
1,581,398

2022年
12月時点

40,959
2022年
12月時点

2.59%
③行ったことは
ない

①策定済
第９次福
岡市基本
計画

https://www.city.fukuoka.
lg.jp/soki/kikaku/shisei/f
ukuokashikihonkosokihonk
eikaku/kihonkonsoukihonk
eikaku9.html

特になし 特になし
　基本計画の改定が予
定されている。 ①配置している

20 熊本市 国際課 737,889
2022年
1月時点

7,272
2022年１月
時点

0.99% ①行っている

地域日本語教室参加者等に希望する学習内容、開催曜日、開催日時等について
ニーズ調査を行った。その結果、国籍・在留資格の多様化に伴い、日本語学習ニー
ズも多様化している。生活に必要な日本語会話の学習ニーズに加え、仕事に関す
る学習ニーズが増えている。就職や在留資格更新を見据えたJLPT等の日本語能
力検定の学習ニーズも増加している。また子ども向け、親子で参加できる日本語教
室のニーズもある。

④時期は未
定だが、策定
に向けて検
討中

これまで、ニーズに応じ
た実務的な対応はすで
に実施している。方針の
策定にあたっては、更な
る現状や課題の整理を
行う必要があると考えて
おり、現在は調査研究
段階と考えている。

①配置している
全区に地域日本語教室を開設しているが、外国人住民の生活スタイルや日本語学習ニーズの多様化に対応できていないことが課題で
の特性（国籍や在留資格等）やニーズ、地域に応じた実施方法や内容を整理するため、地域日本語教育コーディネーター情報交換会や
交換会等を開催している。
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14 大阪市

15 神戸市

16 岡山市

17 広島市

18
北九州

市

19 福岡市

20 熊本市

域内の空白地域解
消に向けた取組の
促進を行っています

か。

「行っている」「将来的に行う予定」を選択した場合、内容を
記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理由を記載
してください。

⑴地域における日本語教育に携わる人材のうち，どのような人材が
特に求められていますか。※複数選択可

左記でその他を選んだ方
は具体的な人材を記載し

てください。

「地域における日本語教育の在り方につい

（その他の場合）
内容

指標となっている項目

コーディ
ネーターと

して

日本語教
師（指導
者）として

会議等の
委員とし

て

事業アド
バイザー

として

⑴　城内の空白地域解消に向けた取組

5. 地域の日本語教育に携わる人材に対する支援等について ６．日本語教育に関する事業の評価について

現在、日本語の専門性を
有する人材を雇用、活用
（委嘱等）していますか。

７．都道府県の空白地域解消に向けた取組の促進について

事業評価を
行っています

か。

事業評価を
行っていると回
答した団体に

ついて、どのよ
うな観点で行っ
ていますか。

（複数年に
１回の場

合）
期間

「雇用している」「活用している（委嘱等）」「将
用する予定」を選択した場合、内容を選択し

数回答可
地域づくり
や多文化

共生に関す
る専門性を
有する者

把握してい
ない

その他

域内の司
令塔となる
コーディ
ネーター

（総括コー
ディネー

ター）

地域日本
語教育コー

ディネー
ター

施策等に
助言を行う
外部有識

者

日本語教
師

日本語学
習支援者

⑵地域における日本語教育に携わる人材に関して、都道府県と市区町村でどのような役割分担で育成や育
成のための支援が行われていますか。

⑶　域内の日本語教育に携わる人材やその育成に関する課題及びその対応策について、記載して
ください。

○
・日本語教育に携わる人材（ボランティア）育成については、大阪府とは定期的に情報交換を行いつつ、大阪
市として予算確保をしたうえで実施している。

・学習者の増加に対応する学習支援ボランティアの不足や、高齢化・固定化が大きな課題となって
おり、特にこの間のコロナウイルスの感染拡大にともない、支援者の確保が難しくなっている。新た
に学習支援活動を希望される方を対象としたボランティア入門講座の定期的な実施などを通して、
新たな支援者の確保および各教室との接続に努めている。

①行ってい
る

①年度ごと

文化庁補助事業「地域日本語教育の総合
的な体制づくり推進事業」の実績報告にお
いて、「ボランティア入門講座の受講者のう
ち実際に教室活動に参加した割合」や「学
習者アンケートにおける満足度」などを指標
として事業評価を行っている。

活用している（委嘱
等） ○ ○

○ ○ ○ ○

・これまで、主に留学生を対象とした日本語教育に携わってきた日本語教師が多いなか、本事業で
は生活者を対象とするため、携わる日本語教師にも生活者を対象とした新たな知識や教授法を習
得いただく必要がある。また、神戸市が実施している初級クラスでは、日本語学習に加えて、学習者
の自律的な学びを促進するための自己主導型学習を取り入れいている。そこで、神戸市では初級
クラスを担当する教師たちを対象とした勉強会等を実施しているが、長期的な教師の育成が課題と
なっている。
・初級クラスを終えた学習者には、市内２４の日本語教室で日本語学習を継続してもらうことにして
いる。しかし、あくまでボランティアで携わっている方々に対して、市として日本語教育事業の中で役
割を設定して参加いただくくことの合意形成が連携に向けた課題となっている。

①行ってい
る

毎年、本事業の報告書に
て評価を行っているととも
に、5ヵ年計画の 終年と
なる令和５年度に全体の
評価を行う予定である。ま
た、本市の総合計画である
神戸２０２５ビジョンにおい
ても日本語学習支援に関
するＫＰＩを設定しており、
毎年実績評価を行ってい
る。

・初級クラスの学習者数
・初級クラスの学習者による受講後アンケー
ト
・企業内日本語クラスの実施数
・ボランティア養成講座および出前講座の受
講者数
・ボランティア養成講座および出前講座の受
講後アンケート

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 現状では明確な役割分担はない。
岡山市国際交流協議会から補助を行い、ボランティア団体が日本語教室の運営を支援している
が、継続的な運営のため、日本語教師の人材確保が課題となっている。

②行ってい
ない

将来的に雇用・活
用する予定 ○ ○ ○

○ 明確な役割分担は決まっていない（本市は政令指定都市のため）。

地域の日本語教室の課題として、ボランティアスタッフの不足、学習者が固定しないこと、教材の不
足、会場の確保、運営費の負担、レベル別の指導方法を行えていない等が共通している。このた
め、日本語学習の指導に必要な知識や技能を学ぶボランティア養成講座を開催し、日本語教室の
立上げを支援するなど、地域の日本語教室の担い手を育成している。

①行ってい
る

①年度ごと
本市日本語教室受講者の日本語能力向上
各種講座受講者の満足度
定期的な情報交換ができる企業等の数

雇用している ○ ○

○ 特になし。
　幅広い年齢層の日本語学習支援者の確保のため、大学や専門学校、高等学校等との連携の促
進。
　地域日本語教室ボランティア向けの研修を実施。

②行ってい
ない

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○

○ ○ ○ ○
県との役割分担は明確にしていない。
福岡市では、福岡よかトピア国際交流財団が、「日本語ボランティア養成講座」を実施している。

　学習支援者（ボランティア）人材の不足や高齢化が課題であり、財団が実施する日本語ボランティ
ア入門講座において、修了生が既存の教室での活動をイメージしてもらえるような内容に改訂する
などの対応を行っている。

①行ってい
る

①年度ごと

・児童生徒に日本語指導を行う教員の数
・日本語指導拠点校の数
・日本語ボランティアを対象とした研修の受
講者数
・福岡市内およびその周辺にある日本語教
室の数　　※以上を、進捗状況として記載

活用している（委嘱
等） ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
多文化共生社会づくりに
理解のある地域の自治
会関係者

学習支援者の高齢化が進んできている。幅広い年齢層に参加を呼びかけているが、年齢層が偏る
傾向があることが課題である。若い世代の学習支援者発掘のため、日本語教育関係の学部を持つ
大学と連携し、日本語教育実践の場を提供し、学生インターン等として積極的に参加してもらえるよ
うに、広報等を行っている。オンラインを活用した日本語学習機会の提供のため、学習支援者向け
のオンライン研修等も実施している。

①行ってい
る

①年度ごと
教室への参加者数および学習支援者（ボラ
ンティア・サポーター）
の活動者数

雇用している

活用している（委嘱
等）

○ ○ ○
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14 大阪市

15 神戸市

16 岡山市

17 広島市

18
北九州

市

19 福岡市

20 熊本市

日本語学
校（法務
省告示、
それ以外
の双方を
含む。）

大学 財団法人 株式会社 NPO法人 任意団体
その他（どのよう
な団体か記載し

てください）

「行っている」「将来的に行う予定」を選
択した場合、内容を記載してください。

「行っていない」を選択した場合、理
由を記載してください。

地方公共団体と日本語教育機関との連
携において、日本語教育機関に期待す

ることがあれば記載してください。

新型コロナ
ウイルスの
流行によっ
て、対面で
の教室の開
催が難しい
状況となっ

たため

対面よりも
時間や場所
を選ばず学
習ができる

ため

空白地域の
解消のため

その他（理由を記載してくだ
さい）

オンライ
ンによる
日本語教
育のノウ
ハウがな

い

オンライ
ンを活用
する日本
語教育人
材がいな

い

財政面に
課題があ

る

発信側の
オンライ
ン環境の
設備等に
課題があ

る

学習者側
のオンラ
イン環境
に課題が

ある

その他（理由を記載ください。）

８．日本語教育に関係する連携等について

⑵　日本語教育機関との連携について
「地域における日本語教育の在り方について（報告）」においては、外国人の日本語能力向上を効果的に進めるため、今後、地方公共団
体が地域における日本語教育の体制整備を進めるために、日本語教育の専門性を有する日本語教育機関との連携を図る必要があると

されています。

現在、日本語教
育機関との連携
を行っています

か。

「雇用・活用の予定はな
い」を選択した場合、理
由を記載してください。

⑴　日本語教師の雇用・活用状況
いて（報告）」においては、地域における日本語教育の体制整備を進める上で、日本語教育の専門性を有する人材の確保が重要とされています。

「活用している（委嘱等）」  を選択した場合、どのように活用しているか選択してください。

その他（具体的
に記載くださ

い。）

貴都道府県・政令
指定都市で、オン
ラインによる日本
語教育を行ってい

ますか。

将来的に雇用・活
してください。※複

左記について依頼先の団体について選択してください

個人に対
して業務
依頼（謝
金支払の
ケース）

団体等に
対して業
務依頼

（委託・補
助等の
ケース）

その他（どのようなケー
ス化記載ください。）

「行っている」「行うことを検討中」と答えた団体に伺います。
オンラインによる日本語教育を行う（検討中）に至った理由や目的 を

選択してください。（複数回答可）

⑴　オンラインによる日本語教育について

９．日本語教育に関係する取組について

「行ったことはない」と答えた団体に伺います
その理由は何ですか。（複数回答可）

「行ったが現在は行っていない」
と答えた団体に伺います。その

理由は何ですか。

○ ○
独立行政法人 国
際交流基金関西
国際センター

①行っている

・「基礎レベルの日本語教室」における
日本語指導
・大阪市が交付金を支給し、（公財）大
阪国際交流センターが日本語学校
（JASSO大阪日本語教育センター）と連
携し、生活者のための日本語教室を開
催
・「新たな識字・日本語学習体制検討会
議」への参画

・今後、外国人が増えてくることが想定さ
れ、ボランティアが主体となった教室での
対応には限界があるため、日本語教育
機関の持つ専門性を活かし、生活者、特
に日本語のゼロ初級者への日本語教育
における協力を期待

①行ってい
る

○ ○

○
②行っていな
い

・留学生と生活者という、日本語教育
の対象者の違いから、日本語教育機
関の専門性をそのまま地域日本語
教育に活用することは難しいと考え
ているため。
・費用面において、直営の方が優位
性が高いため。

留学生と地方公共団体や地域との間の
コミュニケーションの媒介

①行ってい
る

○ ○ ○

③将来的に
行う予定

総合調整会議の構成メンバーとして
日本語学校の専門性を生かした、効果
的な日本語学習のノウハウの共有等。

①行ってい
る

○

○ ○ ○ ○ ○ ①行っている

総合調整会議に日本語教育機関の日
本語教師が委員として参加している。
本市日本語教室やボランティア養成講
座の講師を確保する際に日本語教育機
関の協力を得ている。

質の高い日本語教育の提供
学習者へのキャリア支援
日本語教育人材の情報提供

④行ってい
たが現在は
行っていな
い

本市の日本語教室は初学者向
けであり、オンライン授業は難し
いと感じている。日本語がほぼ
全くできない学習者に対し、画面
越しに身振り手振りによる意思
疎通が難しいこと、学習者の興
味を維持するアクティビティを取
り入れることができないことが挙
げられる。このため、新型コロナ
ウイルスの影響でオンライン授
業としていた時期があったが、現
在は対面授業としている。

○ ①行っている

　留学生が在籍する市内の大学・専門
学校・留学生支援機関・行政機関などで
構成され、留学生の生活支援などを行
う「北九州市留学生支援ネットワーク」に
市内の日本語学校も参加しており、事
業での連携や情報提供を行っている。

①行ってい
る

○ ○

○ ○ ①行っている

市内の日本語学校について、機会を捉
えて訪問し、ワクチン接種をはじめとし
たコロナに関しての留学生への情報提
供や、学内外の感染防止対策の状況の
確認をはじめとした、意見交換を実施。

入国してくる外国人留学生に対して、日
本で生活するにあたってのルールを 初
にしっかりと教えてほしい。

④行ってい
たが現在は
行っていな
い

今年度、モデル事業としての取
組みにより実施したため

○ ①行っている

地域日本語教育の総合的な体制づくり
推進事業における、総合調整会議にお
いて、講師の方に構成員となっていただ
いている。

外国人住民から自治体に寄せられる日
本語学習における相談の内容に応じて、
連携して対応する等の協力関係を構築し
たい。

①行ってい
る

○
距離や諸事情により対面式
の教室に参加できない日本
語学習希望者へ学習機会を
提供する為
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